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日本の総人口は平成 22 年(2008 年)前後をピークとして減少に転じるとともに、人口減少・高齢化のペ

ースは今後ますます速まると見込まれており、近未来の日本は、これまで人類が経験したことのない人口

減少社会を迎えることが予測されています。 

国においても、少子化・高齢化の進展に的確に対応し、人口の減少に歯止めをかけるとともに、将来に

わたって活力ある日本社会を維持していくために、平成 26 年 11 月に「まち・ひと・しごと創生法」を

制定するとともに、同年 12 月に「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が閣議決定されました。 

国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口」（平成 25（2013）年 3 月）によると

長崎市の人口は、平成 52（2040）年には、33 万 1 千人と推計されており、平成 22（2010）年の国勢調

査人口の 44 万 4 千人と比較すると、11 万 3 千人、率にして約 25.5％の減となることが予想されていま

す。 

また、人口全体が減少するなかで、年少人口（0～14 歳）の平成 22（2010）年の人口全体に占める割

合は 12.5％でしたが、平成 52（2040）年には、約 9％にまで減少すると見込まれる一方で、老年人口（65

歳以上）の割合は、平成 22（2010）年の人口全体に占める割合は 25.1％でしたが、平成 52（2040）年

には、約 40％にまで増加するなど、急速に少子化・高齢化が進行することが予想されています。 

人口の減少は、消費市場の規模の縮小を招くとともに、産業を担う労働力人口の減少により地域経済が

縮小し、さらに、地域コミュニティの機能が低下するなど社会全般にわたって影響を及ぼすことが危惧さ

れます。 

このようななか、現在、平成 23（2011）年度から平成 32（2020）年度までの 10 年間のまちづくりの

指針となる「長崎市第四次総合計画」において、市民、企業、行政が力をあわせて総合計画を推進するこ

とで、人口減少に歯止めをかけ、平成 32 年（2020）年度の長崎市の人口を 42 万人として基本フレーム

を設定し、「個性輝く世界都市」「希望あふれる人間都市」を将来の都市像としてその実現に取り組んでい

ます。 

本書は、「長崎市第四次総合計画」で設定した人口の基本フレーム及び国・県の「長期人口ビジョン」「総

合戦略」を勘案しながら、人口の現状と将来推計の分析を行い、人口の変化が長崎市の将来に与える影響

を的確に捉え、めざすべき将来の方向性や市民の皆さんの希望を実現できるための施策の方向性を取りま

とめたもので、人口減少克服と地方創生の実現に向けた効果的な施策や事業を立案する上で重要な基礎と

なるものです。 

産業界、教育機関、行政機関、金融機関、労働団体、メディア、市民の皆様との協働のもと、オール長

崎市で「長崎市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を推進することで、雇用、少子化対策等の各施策のス

ピードアップと充実を図ることで、定住人口の減少に歯止めをかけてまいります。 

 

 

平成 28 年(2016年)３月 

 

長崎市長 田上富久 

  

１ はじめに 
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（１） 人口動向分析 

 ア 人口の推移 

（ア） 総人口及び年齢３区分別人口の推移 

 「総人口」は、高度経済成長期、第２次ベビーブーム等の影響により昭和 50 年頃まで人口が増加

し、一時安定するものの、昭和 60 年頃を境にその後減少しており、ピーク時である昭和 50 年と平

成 26 年を比較すると約 7 万 2 千人（14.3％）減少している。 

「年少人口」は、第２次ベビーブーム期において、出生数は増加するものの、年少人口後半の世

代の加齢に伴う生産年齢への移行及び少子化の影響により一貫して減少が続いており、昭和 35 年と

平成 26 年を比較すると約 10 万 9 千人（67.5％）減少している。 

「生産年齢人口」は、高度経済成長期に県内からの就職等による転入が増加するとともに、年少

人口世代の加齢に伴い、生産年齢へ移行したことなどにより、総人口と比例するように昭和 60 年頃

までは増加しているが、その後、減少しており、ピーク時である昭和 60 年と平成 26 年を比較する

と約 8 万 6 千人（24.9％）減少している。 

「老年人口」は、平均寿命が上昇したことなどにより、昭和 35 年以降増加の一途を辿っている。 

 

  図表１ 総人口及び年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ 市町合併以前は旧町の人口を含む。 
注２ 総人口には、年齢不詳人口を含む。 
注３ 高度経済成長期：Ｓ27 年～48 年、第二次ベビーブーム：Ｓ46～49 年、バブル景気：Ｓ61 年 

～Ｈ3 年 

資料：長崎市「統計年鑑」 

２ 人口の現状分析、将来人口の推計と分析 
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図表２ 年齢３区分別人口割合の推移 

資料：長崎市「統計年鑑」 
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（イ） 年齢３区分別人口割合の推移 

「年少人口」が減少の一途をたど 

るなか、「老年人口」の増加が続き、 

平成７年から平成 12 年を境に「老 

年人口」が逆転しており、少子化と 

高齢化が同時に進展している。 

この傾向は更に強まっており、平 

成 26 年には「年少人口」が約５万 

人、構成比 12％程度に対し、「老年 

人口」は約 12 万人、構成比 28％に 

まで上昇している。 

一方、「生産年齢人口」は、長崎 

市の人口減少が始まった昭和 60 年 

頃から減少傾向がみられ、平成 26 年には構成比が 60％を下回っている。 

 

 

（ウ） 人口動態（自然動態、社会動態）の推移 

「社会動態」は、昭和 45 年頃から 

マイナスとなっているものの、そ 

れを上回る「自然動態」の増加が 

あったことから、「人口動態」とし 

てはプラスとなっていたが、その 

後、「自然動態」の増加で「社会動 

態」の減少分を補えなくなり、昭 

和 60 年頃を境に「人口動態」はマ 

イナスとなっている。なお、「自然 

動態」についても平成 17 年頃から 

マイナスに転じている。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３ 人口動態の推移 

資料：長崎市「統計年鑑」 

注１ 自然動態：出生・死亡に伴う人口の動き（自然動態＝出生数－死亡数） 

注２ 社会動態：転入・転出に伴う人口の動き（社会動態＝転入数－転出数） 

注３ 人口動態：自然動態と社会動態を合わせた人口の動き（人口動態＝自然 

動態＋社会動態） 
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イ 自然動態の状況 

（ア） 自然動態（出生・死亡）の推移 

   「出生数」は、第２次ベビーブー 

ム等の影響もあり、昭和 50 年頃まで  

増加傾向にあったが、その後、未婚 

率の上昇、晩婚化、晩産化等による 

少子化の影響により徐々に減少して 

おり、近年は 3,300 人程度で推移し 

ている。 

昭和 35 年と比較すると平均寿命 

が男女共に、約 15 歳上昇したことな 

どによる「老年人口」の増加に伴い、 

「死亡数」も徐々に増加しており、 

平成 12 年と 17 年の間を境に死亡数 

が出生数を上回り、「自然動態」はマイナスへと転じている。 

 

（イ） 合計特殊出生率の推移 

「合計特殊出生率」は、第２次ベビーブームである昭和 40 年代後半までは、人口を維持するために 

必要な水準（人口置換水準）といわれる 2.07 を上回る率で推移していたが、その後、未婚率の上昇、 

晩婚化、晩産化等の影響により、国・県・市ともに徐々に低下し、長崎市は平成 17 年に 1.17 まで落 

ち込んでいる。 

平成 17 年以降、全国的に徐々に 

持ち直しの兆しをみせており、現在 

まで微増傾向が続いているが、出生 

数はほぼ横ばいであり、子どもの数 

自体が増えるまでには至っていな 

い。なお、平成 26 年の第１子出産 

の全国平均年齢も 30.6 歳（平成 26 

年人口動態統計月報年計（厚生労働 

省））と過去最高となっていること 

から、晩産化の傾向は続いているも 

のと考えられる。 

 

 

 

（ウ） 出産可能年齢（15～49歳）の女性数の推移 

「出産可能年齢(15～49 歳)女性数」は、人口動態と同様に、昭和 45 年頃までは増加するものの、 

その後減少している。これは、女性の社会進出が進み、就職等による県外への転出、また、少子化の 

注１ 合計特殊出生率 ： 一人の女性が一生に産む子どもの平均数 
（出産可能年齢（15～49 歳）の各年齢ごと 
の出生率の合計） 
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資料：長崎市「長崎市の保健行政」 

図表５ 国、長崎県、長崎市の合計特殊出生率の推移 

図表４ 自然動態の推移 

資料：長崎市「統計年鑑」 
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影響による年少人口の減によ 

り、加齢に伴って 15 歳以上に 

移行する女性数が減少してい 

ることなどが影響していると 

考えられる。平成 12 年と 17 

年頃の大幅な減少は、人口数が 

多い「団塊の世代」を中心とし 

た年齢層の加齢に伴い、50 歳 

以上に移行したことが主な原 

因だと考えられる。出生数は平 

成 17 年以降、ほぼ横ばいの状 

況のなか、子どもを生む「女性 

数」自体が減少を続けているた 

め、平成 17 年以降、合計特殊出生率は改善傾向を示している。 

 

（エ） 未婚率の推移 

男性については、各年齢層とも全国平均を下回っているが、女性については、各年齢層とも全国平 

均を上回っている。また、男女とも年々未婚率が上昇している状況である。国立社会保障・人口問題 

研究所（平成 22 年第 14 回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査））によると、未婚者の 

うち将来的に結婚の意志を持つ者の割合は約９割（男 86.3％、女 89.4％）と高い割合で推移してい 

る。平成 27 年１月に実施した「結婚・出産・子育てに関する意識調査(３－(１)－ウ－(イ)参照)にお 

いても、約８割(男 85.2％、女 83.7％)と同様の傾向がみられる。 

しかしながら、独身男女のライフスタイルや結婚に対する価値観の変化などに伴う「結婚しない」 

という理由とともに、「適当な相手にめぐりあわない（交際している異性がいない）」、「結婚資金が 

足りない」という「結婚できない」という理由が増加していることから、「未婚率」が上昇している 

ものと考えられる。 
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資料：長崎市「長崎市の人口」 
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図表８ 全国及び長崎市の男女別未婚率 
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図表６ 出産可能年齢（15～49 歳）の女性数の推移 

注１ 市町合併以前は旧町の人口を含む。 
注２ 15～49 歳女性数：合計特殊出生率の算出の基礎となる女性の数 

資料：長崎市「長崎市の保健行政」 
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年
合計特殊
出生率

出生数

H18 1.22 3,436

H19 1.23 3,365

H20 1.27 3,371

H21 1.28 3,341

H22 1.32 3,353

H23 1.30 3,230

H24 1.36 3,308

H25 1.39 3,305

H26 1.40 3,289

合計特殊
出生率

出生数

合計特殊出生率 1

出生数 -0.646367 1

合計特殊
出生率

15-49歳
女性数

合計特殊出生率 1

15-49歳女性数 -0.976772 1

年
合計特殊
出生率

自然動態

H18 1.22 -898

H19 1.23 -1,176

H20 1.27 -1,156

H21 1.28 -1,166

H22 1.32 -1,431

H23 1.30 -1,588

H24 1.36 -1,546

H25 1.39 -1,723

H26 1.40 -1,698

合計特殊
出生率

自然動態

合計特殊出生率 1

自然増減 -0.916351 1

ウ 自然動態とその要因の相関関係分析等 

（ア） 自然動態と合計特殊出生率の相関関係 

長崎市の合計特殊出生率は、平成 18 年より改善傾向にあるものの、自然動態とは負の非常に強い 

相関関係にある。理想的な人口増加は、合計特殊出生率、自然動態ともに増加傾向にある、という正 

の相関関係にあることであるが、長崎市の合計特殊出生率は、15～49 歳の女性数の減少と非常に強 

い負の相関関係にあることから、合計特殊出生率の算出上の母数である 15～49 歳女性人口の減少に 

よって微増傾向にあることが示唆される。 

 

 

図表９ 合計特殊出生率と自然動態      図表 10 合計特殊出生率と出生数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【相関分析とは】 

2 つの変数の関連性を数値的に表す分析方法で、関連性の程度は相関

係数で示される。変数 x の値が大きいほど他方の変数 y の値も大きい

傾向にある場合、正の相関関係にあるといい、相関係数はプラスにな

る。逆に変数 x の値が大きいほど他方の変数 y の値が小さい傾向にあ

る場合、負の相関にあるといい、相関係数はマイナスになる。相関係

数(ｒ)については、ｒの値で、以下のように判別している。 

0.9≦|ｒ|<1.0 の場合、正(負)の非常に強い相関関係が見られる 

0.7≦|ｒ|<0.9 の場合、正(負)の強い相関関係が見られる 

0.5≦|ｒ|<0.7 の場合、正(負)のやや強い相関関係が見られる 

0.2 <|ｒ|<0.5 の場合、正(負)の弱い相関関係が見られる 

図表 11 合計特殊出生率と 15-49 歳女性人口 

資料：長崎市「統計年鑑」 資料：長崎市「統計年鑑」 

年
合計特殊
出生率

15-49歳
女性数

H18 1.22 98,214

H19 1.23 96,681

H20 1.27 94,893

H21 1.28 93,194

H22 1.32 91,536

H23 1.30 90,090

H24 1.36 88,717

H25 1.39 87,101

H26 1.40 85,698
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年 合計特殊出生率 25～29歳女性未婚率 30～34歳女性未婚率 35～39歳女性未婚率

S60 1.59 39.7 16.5 10.4

H2 1.42 49.0 20.5 12.3

H7 1.33 54.5 26.4 15.1

H12 1.24 59.3 31.9 20.1

H17 1.17 63.7 36.8 23.9

H22 1.32 65.6 39.7 27.8

合計特殊出生率 25～29歳女性未婚率 30～34歳女性未婚率 35～39歳女性未婚率

合計特殊出生率 1

25～29歳女性未婚率 -0.895858018 1

30～34歳女性未婚率 -0.832398099 0.981267394 1

35～39歳女性未婚率 -0.745049857 0.946596853 0.987404413 1

（イ） 合計特殊出生率と出産可能年齢（15～49歳）女性数の推移の相関関係 

合計特殊出生率の上昇と出産可能年齢層の減少は負の非常に強い相関関係にある。 

出生数は平成 18 年の 

3,436 人から 26 年には  

3,289 人へと４％減少 

しているにもかかわら 

ず、合計特殊出生率は上 

昇している。これは、15 

～49 歳女性数の減少率 

がより大きいためであ 

る(18 年 98,214 人→26 

年 85,698 人)。（図表 11 

参照）また、15～49 歳 

女性を更に３区分して、 

15～22 歳、23～29 歳、 

30～49 歳別に相関係数 

を算出したところ、合計 

特殊出生率と 15～49 歳 

女性数に非常に強い負の相関関係があったが、３区分別にみても特筆すべき差はなく、どの層も合計 

特殊出生率と非常に強い負の相関関係が認められた。 

 

 

（ウ） 合計特殊出生率と 25～39歳女性未婚率との相関関係 

合計特殊出生率と女性未婚率には負の相関関係が認められ、特に 25～29 歳女性未婚率が最も相関 

関係が強くなっている。このことから、長崎市の合計特殊出生率が低い要因の一つとして、未婚率の 

上昇が考えられる。 

 

図表 13 合計特殊出生率と 25～39 歳女性未婚率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：長崎市「統計年鑑」 

図表 12 合計特殊出生率と各年齢層別女性数 

資料：長崎市「統計年鑑」 

合計特殊出生率 15～22歳女性数 23～29歳女性数 30～49歳女性数

合計特殊出生率 1

15～22歳女性数 -0.953593245 1

23～29歳女性数 -0.948687506 0.933126258 1

30～49歳女性数 -0.965473553 0.990710939 0.962178984 1

年 合計特殊出生率 15～22歳女性数 23～29歳女性数 30～49歳女性数

H18 1.22 20,750 17,910 59,554

H19 1.23 20,006 17,618 59,057

H20 1.27 19,230 17,525 58,138

H21 1.28 18,530 17,395 57,269

H22 1.32 18,320 16,389 56,827

H23 1.30 17,878 16,182 56,030

H24 1.36 17,352 15,923 55,442

H25 1.39 16,988 15,453 54,660

H26 1.40 16,634 15,073 53,991
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（エ） 佐世保市との合計特殊出生率の比較 

佐世保市の合計特殊出生率は、長崎 

市より高い値を示しており、考えられ 

る要因としては、長崎市の場合、ほと 

んど子どもを生まない層と考えられ 

る女子の専門学校･短大･大学･大学院 

生の数が佐世保市の３倍以上である 

のに対して、15～49 歳女性数は、長 

崎市は佐世保市の 1.8 倍にとどまって 

いることがあげられる。このことが女子 

学生の比率が高いという特性を持つ長崎市と佐世保市の合計特殊出生率に開きがある要因の一つと 

考えられる。 

また、佐世保市の場合、適齢期の男性比率が長崎市よりも高いという特徴があるということも関係 

していると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 14 長崎市及び佐世保市の女性数と学生の割合 

資料：厚生労働省「人口動態保健所・市町村別統計」、長崎市「統 
計年鑑」、佐世保市資料「佐世保市年齢別人口」、佐世保市「統 
計させぼ 113 号（平成 23 年 4 月創刊）」 

合計特殊
出生率

15～49歳女
性数(A)

専門学校･短
大・大学・
大学院生女
子数(B)

B/A

長崎市 1.32 91,536 8,815 9.6%

佐世保市 1.71 50,169 2,596 5.2%

図表 15 長崎市及び佐世保市の適齢期男女人口の比較 

資料：長崎市「年齢別人口推計（Ｈ26 年）」、佐世保市「年齢別人口推計（Ｈ26 年）」 
注 1 結婚適齢期は、男女とも 20～34 歳とした 

結婚適齢期
男性数

結婚適齢期
女性数

男性比率 女性比率
女子学生を
除いた合計
特殊出生率

長崎市 30,588 32,955 48.1% 51.9% 1.52

佐世保市 17,935 17,682 50.4% 49.6% 1.93
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エ 社会動態の状況 

（ア） 社会動態（転入・転出）の推移 

   「社会動態」は、高度経済成長期に長崎 

市は造船を主体とする製造業の隆盛等、雇  

用の受け皿が多かったことなどから、県内 

からの就職等による転入により、昭和 40 

年頃まで転入が転出を上回っていたが、そ 

の後は一貫して転出超過が続いている。 

近年は県内他市町からの転入が転出を 

若干上回るとともに、県外への人口流出も 

縮小していることから、社会動態の減は若 

干縮小傾向となっている。 

 

（イ） 県内社会動態の推移 

   「県内社会動態」は、高度経済成長期に 

長崎市が周辺市町の雇用の受け皿となっ 

ていたことから、転入が転出を上回ってい 

たが、その後、転出が転入を若干上回る状 

況が続いていた。 

なお、近年は、長与町、時津町への転出 

数が減少したことなどにより転入超過の 

状況で推移している。昭和 50 年・平成７  

年頃の大幅な転出超過は、周辺市町（諫早 

市、長与町等）における大型団地開発等に 

よる影響と考えられる。なお、その後は、 

長崎市内においても大型団地開発が進め 

られている。 

 

（ウ） 県外社会動態の推移 

   「県外社会動態」は、より賃金が高く、   

求人の多い県外、特に大都市への転出が顕 

著であり、現在、縮小傾向とはなったもの 

の、転出超過の状況は続いている。 
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資料：長崎市「統計年鑑」 

図表 16 社会動態の推移 

注１ 県内転入：県内の各市町から長崎市に転入した人数 
注２ 県内転出：長崎市から県内の各市町に転出した人数 
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図表 17 県内社会動態の推移 

資料：長崎市「統計年鑑」 

注１ 県外転入：長崎県以外の都道府県又は国外から長崎市に転入した人数 
注２ 県外転出：長崎市から長崎県以外の都道府県又は国外に転出した人数 
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資料：長崎市「統計年鑑」 

図表 18 県外社会動態の推移 
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（エ） 近年の移動先区分別の社会動態 

長崎市の近年の社会動態を県内と県外に分 

けてみると、県内における社会動態では、平成 

17 年には転出超過となっていたが、平成 18 年 

以降、県内の市町からは転入超過傾向になって 

いる。 

 県内の移動先区分別では、長崎市に比べて地 

価も安く、公共交通機関での通勤･通学等の利 

便性が高い諫早市･大村市への転出超過傾向が 

みられる。 

一方、長崎市のベッドタウンとして発展して 

きた長与町･時津町については平成 17年の 450 

人の転出超過以降（21 年を除く）は、転入超 

過に転じ超過数も増加傾向を示しており、背景 

の一つに長崎市の地価下落による時津・長与町 

との価格差縮小が挙げられる。地価下落がマン 

ション供給等の増加を通じて、利便性の高い都 

市部での居住を可能にしていることが影響し 

ているものとみられる。 

次に県外における社会動態は、転出超過が続 

いており、人口減の大きな要因となっている。 

転出超過数は平成17年から平成23年にかけて 

減少傾向を示したものの、その後、減少ペース 

は緩やかになってきている。主な転出先は、福 

岡県と首都圏（東京都･埼玉県･千葉県･神奈川 

県）の両地域であり、これに、関西（大阪府･京都府･兵庫県）、中部（愛知県）が続いている。 
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資料：長崎市「統計年鑑」 

図表 19 県内社会動態（移動先区分別）の推移 

福岡 725

東京・埼玉・千葉

・神奈川 591

大阪・京都・兵庫 96

大村市 167

諫早市 156

佐世保市 24

西海市 40

五島市 123
島原・雲仙
・南島原 93

壱岐・対馬 58 長与・時津 159

資料：長崎市「統計年鑑」 
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図表 20 県外社会動態（移動先区分別）の推移 

図表 21 社会動態（移動先区分別）のＨ17とＨ26の比較 

福岡 1271

東京・埼玉・千葉

・神奈川 696

大阪・京都・兵庫 172

大村市 142

諫早市 107

長与・時津 450

佐世保市 17

西海市 84

五島市 72
島原・雲仙
・南島原 80

壱岐・対馬 22

Ｈ17 Ｈ26 

資料：長崎市「統計年鑑」 
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（オ） 年齢階級別の社会動態の状況 

社会動態を「年齢階級」別に 

みると、20 代の移動が特に多く、 

大学進学や就職、結婚などの時 

期にあたる 10 代後半から 20 

代後半までの世代において大 

幅な転出超過となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

（カ） 性別・年齢階級別の社会動態の最近の状況 

   社会動態を５歳階級の区分で平成 

22 年から平成 26 年の平均をみると 

、男性の場合、15～29 歳の転出超過 

が多く、女性については、20～29 

歳の転出超過が突出している。 

 

 

 

 

 

 

 

国立社会保障・人口問題研 

究所の人口移動調査によると 

男性の移動理由は、15～24 

歳では「入学･進学」が最も多 

くなっており、25～29 歳では 

「（就職・転勤など）職業上の 

理由」（25.7％）と「結婚･離婚」 

（24.4％）が高くなっている。 
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図表 23 男女別Ｈ22～26 の平均社会動態 

資料：長崎市「統計年鑑」 

28.7 
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0.5
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「平成 23年社会保障・人口問題基本調査 
第７回人口移動調査」を基に作成 

図表 24 男性 15～29歳の過去５年間における現住地への移動理由 
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図表 22 年齢階級別社会動態の推移 

資料：長崎市「統計年鑑」 
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女性の移動理由について 

は、15～19 歳では「入学･進学」 

が 39.0％、20～24 歳でも「入 

学･進学」が 30.5％で最も多く 

なっている。25～29 歳では「結 

婚･離婚」が 34.2％で最も多い。 

 

 

 

 

 

 

（キ） 性別・年齢階級別の社会動態の長期的動向 

   性別･年齢階級別の社会動態の状況を長期的にみると、男性の場合、15～19 歳の転出超過の度合い 

は弱まりつつある。昭和 55 年～平成 12 年の平均転出超過は約 600 人であったのに対して、平成 2 

2～26 年の平均は 300 人弱である。 

しかしながら 25～29 歳については 

昭和 55 年～平成 12 年より増加してい 

る。 

 女性については、昭和 55 年より一 

貫して 20～24 歳の転出超過が最も多 

いが、25～29 歳の転出超過にも注目す 

べきである。 

なお、15～19 歳が、昭和 55 年～平 

成 12 年の転入超過から平成 17 年以降 

転出超過に転じているのは、市内の女子 

短期大学の廃止・４年制大学移行による 

県外・市外からの入学者減が背景の一 

つとみられる。 

長崎市内では、平成７年度の短大８ 

校（大学４校）から、平成 25 年度に 

は短大１校（大学５校）に減少してい 

る。これは、進学者の動態にも変化を及 

ぼしている。 

県外高校から県内短大への入学者数 

は、平成２年度、平成７年度には１千 

人を超えていたが、平成 17 年度、平 

成 22 年度には 100 人規模に減少して 

おり、県内大学への入学者数を含めて 

も平成７年度の 1,700 人から平成 22 

-400

-300

-200

-100

0

100

200

S55～H12の平均値 H17～H21の平均値

H22～H26の平均値

図表 27 社会動態の長期的推移 女性 

資料：長崎市「統計年鑑」 
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図表 25 女性 15～29歳の過去５年間における現住地への移動理由 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「平成 23年社会保障・人口問題基本調査第 
７回人口移動調査」を基に作成 
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図表 26 社会動態の長期的推移 男性 

資料：長崎市「統計年鑑」 
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年度は 900 人規模に縮小している。 

この動きを分かりやすくするために、短大・大学入学者における「県外からの流入数」から「県外 

への流出数」を差し引いたものを「進学動態」 

と定義し、分析してみると、進学動態は平成 12 

年度まではプラスとなっていたが、平成 17 年 

度はマイナスに転じている。 

この長崎県の傾向は、大学が集積する長崎市 

に顕著に現れているものと考えられる。 

 

 

 

図表 29 進学動態の推移（長崎県内の短大・大学の入学者の内訳） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

昭和60年度 2,339 2,014 1,338 676 613 988 550 346 204 168 3,327 2,564 1,684 880 781 77.1 880 763 117

平成2年度 2,841 2,676 1,607 1,069 915 1,535 682 389 293 208 4,376 3,358 1,996 1,362 1,123 76.7 1,362 1,018 344

平成7年度 2,458 2,577 1,439 1,138 910 2,256 1,200 625 575 330 4,714 3,777 2,064 1,713 1,240 80.1 1,713 937 776

平成12年度 1,497 1,213 843 370 262 2,609 1,864 1,083 781 572 4,106 3,077 1,926 1,151 834 74.9 1,151 1,029 122

平成17年度 967 584 467 117 85 2,763 2,139 1,288 851 611 3,730 2,723 1,755 968 696 73.0 968 1,007 -39

平成22年度 686 404 358 46 26 2,668 2,055 1,202 853 611 3,354 2,459 1,560 899 637 73.3 899 895 4
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図表 28 長崎県内・長崎市内の短大・大学の数 

短大 大学 計 短大 大学 計

平成2年度 10 4 14 8 3 11

平成7年度 10 5 15 8 4 12

平成12年度 8 7 15 5 4 9

平成17年度 6 9 15 4 5 9

平成22年度 4 10 14 3 5 8

平成25年度 2 10 12 1 5 6

年度
長崎県 長崎市

資料：長崎県「統計年鑑」、長崎市「統計年鑑」 

資料：「学校基本調査」 
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（ク） 客観的データから見た長崎市の暮らしやすさ 

  経済産業省が作成した地域の家計収支や地域の暮らしやすさを貨幣価値で示すことで比較する「地 

域の生活コスト見える化システム」によると、長崎市は、福岡市と収入においては、約 160 万円の差 

があるが、収支差引においては、約 50 万円、東京都品川区と収入においては、約 300 万円の差があ 

るが、収支差引においては、約 10 万円の差となっており、残るお金はさほど変わらないということ 

がわかる。 

また、暮らしやすさ評価項目における総合評価においても長崎市は、全国 14 位であり、暮らしや 

すいまちであるということが示されている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：経済産業省「地域の生活コスト見える化システム」 

注 夫婦と子供が 2 人、長子が小学生。夫：卸売業・小売業（大卒）、妻：宿泊業・

飲食サービス業（高卒）の平均賃金の設定。 

図表 30 地域の家計収支 

長崎市 福岡市 品川区 長崎市 福岡市 品川区

生活利便性 341 150 223 542,301 582,528 569,556

働きやすさ 1,083 1,226 1,491 197,202 191,286 104,550

教育・子育て 106 525 12 438,642 416,424 454,794

医療・福祉 154 127 269 328,648 330,264 325,116

災害 356 694 1,350 384,018 347,368 120,072

自然環境 159 479 1,198 194,724 183,531 126,693

ライフスタイル 283 1,160 1,589 133,588 113,516 92,984

総合評価 14 43 981 2,219,123 2,184,917 1,793,765

全国順位（/1741） 貨幣価値（円/年）暮らしやすさ
評価項目

図表 31 暮らしやすさの比較 

資料：経済産業省「地域の生活コスト見える化システム」 

注：設定条件：30 歳代、利便性志向、夫婦と子供（乳幼児）の世帯の設定。 

長崎市年額 福岡市年額 品川区年額

収入 世帯計 6,729,000 8,376,000 9,838,000

支出 世帯計 5,840,976 6,969,912 8,817,420

消費支出 4,359,456 4,980,852 6,402,144

非消費支出 1,481,520 1,989,060 2,415,276

888,024 1,406,088 1,020,580

項目

差引
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図表 32 国の実質経済成長率と長崎市の社会動態 

（流出超過数の伸び率） 

資料：内閣府「国民経済計算」、長崎県「市町民経済計算」、 
長崎県「異動人口調査」 

オ 社会動態と仕事の関係性による分析 

（ア） 社会動態と実質ＧＤＰ（国内総生産）の相関関係 

長崎市の社会動態と日本の実質ＧＤ 

Ｐ(国内総生産)の関係に着目すると、実 

質ＧＤＰ成長率が高くなった場合、長 

崎市の社会減が増える、という傾向に 

あり、やや強い相関関係（相関係数： 

0.62）が認められる。実質ＧＤＰ成長 

率が高くなる、つまり景気がよくなれ 

ば、人口流入増になる地域と流出増に 

なる地域があると推測されるが、長崎 

市は、流出増の地域に入ることを示し 

ている。                                    

  長崎県においても同様の傾向がみら 

れることから、長崎市･長崎県全体の社会動態は、実質ＧＤＰの影響を受けることが示唆される。 

  

 

（イ） 社会動態と長崎市内事業所数の相関関係 

   旧長崎市人口と事業所数は正の強い相関関 

係（相関係数：0.97）にあり、人口が減少す 

れば事業所数も減少している。「（ア）社会動 

態と実質ＧＤＰ(国内総生産)の相関関係」と 

の関連を含めて考察すると、実質ＧＤＰ成長 

率が高くなると、長崎市から人口流出が生じ、 

その結果、人口減少を招いて長崎市内の経営 

環境が厳しくなり、事業の継続が難しくなっ 

ているものと考えられる。 

 

 

 

 

（ウ） 社会動態と長崎県及び全国所定内給与額の差との相関関係 

 所定内給与額の差（長崎市の所定内給与額は、厚生労働省が集計していないため、長崎県全体のデ 

ータで代用）が社会動態にどのような影響があるかについて着目して相関分析を行った。 

男性の社会動態と長崎県男性の所定内給与額との間には相関関係は認められず、男性の場合、社会 

動態には所定内給与額が影響しないということがうかがえる。これは、長崎県内で既に職に就いてい 

る男性県民にとって、必ずしも高給与が現在の勤務先を離れて他地域に移動する動機にはなり得ない 

ことを示しているものとみられる。一旦、地元で就職すると、他地域への流動性が低くなり、勤務先 

の経営状況の悪化や、他に就きたい職業がある等の特別な事情を除けば、多少給与が低くても地元に 

そのまま残るケースが多いことをうかがわせるものであり、高校・大学の新卒時における地元就職の 

図表 33 社会動態と事業所数 

年 社会動態 事業所数 旧長崎市人口

Ｈ3 ▲ 2,375 25,185 444,599

Ｈ8 ▲ 3,501 24,738 438,635

Ｈ13 ▲ 2,057 22,885 423,167

Ｈ18 ▲ 2,189 20,830 411,575

Ｈ21 ▲ 681 21,236 405,797

Ｈ24 ▲ 1,090 19,358 402,764

社会動態 事業所数 旧長崎市人口

社会増減 1

事業所数 -0.7455666 1

旧長崎市人口 -0.80539048 0.974413057 1

資料：事業所数は、Ｈ18 までは総務省「事業所・企業統計調査」、 
Ｈ21 以降は「経済センサス」。旧長崎市人口については、 
Ｈ3 はＨ2 の、Ｈ8 はＨ7 の国勢調査データを使用、Ｈ13 は 
国勢調査に基づく推計、Ｈ18 以降は、住民基本台帳に基づ 
く 12 月末人口 
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推進が人口流出抑制につながることを示している。 

一方、長崎県女性の所定内給与額との間に、正のやや強い相関関係があり、県内の女性の所定内給 

与額が上がれば、社会減も減少する傾向がみられる。さらに、女性の場合、女性の社会動態と全国の 

女性所定内給与額は正の非常に強い相関関係にあり、全国の女性所定内給与額が上がれば、長崎市か 

らの女性転出につながるということが考えられる。 

 このことから、女性が活躍できる就職先の確保を行っていくことで、女性の人口流出抑制につなが 

るのではないかと考えられる。 

 

図表 34 社会動態と長崎県及び全国所定内給与額の差 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（エ） 高校生の就職・進学等を契機とした県外流出の推移 

長崎市の高校生の卒業後の進路は、ここ数年 4,000 人強が卒業し、約 1,000 人強が就職しており、 

率にすると 25％前後である。そのうち、県外就職者は実数ベースでみると、300 人前後で推移して 

おり、県内就職者のうち、長崎市外での就職数は不明であることを考え合わせると、毎年 300 人プラ 

スαが市外に流出している。 

一方、進学については、26 年度は専修学校等進･入学者 798 人、大学等進学者数 2,043 人であり、 

合計すると全体の 68.2％を占める。長崎県の調査によれば、平成 27 年３月の県内高校卒業者 13,427 

人の約６割(8,456 人)が進学している。このうち、県外の専修学校･大学への進学者数は 4,922 人、約 

６割であった。この割合は必ずしも長崎市の状況には当てはまらないものの参考数値とした場合、約 

1,200 人程度が県外に進学していると推定される(平成 25 年の場合、長崎市では大学進学者は 2,012 

人、内 1,325 人が県外進学)。 

 さらに、高校卒業者の就職を男女別かつ就職地別にみると、男子の場合、県外就職率は 40％前後、 

一方、女子の場合、10％強で推移している。実数ベースでみると、男子の県外流出は、毎年 250 人 

前後、女子は 60 人強であり、若い世代の人口性比の不均衡を生む要因ともなっている。 

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」 

年
男性社会動態

（人）
長崎県男性
（万円）

全国男性
（万円）

差（男性）

H7 ▲ 1,682 281.5 330.0 ▲ 48.5

H11 274.2 336.7 ▲ 62.5

H12 ▲ 1,120 283.8 336.8 ▲ 53.0

H13 288.0 340.7 ▲ 52.7

H14 279.7 336.2 ▲ 56.5

H15 280.3 335.5 ▲ 55.2

H16 274.1 333.9 ▲ 59.8

H17 ▲ 1,850 283.2 337.8 ▲ 54.6

H18 ▲ 1,214 279.7 337.7 ▲ 58.0

H19 ▲ 890 281.6 336.7 ▲ 55.1

H20 ▲ 793 288.6 333.7 ▲ 45.1

H21 ▲ 124 287.7 326.8 ▲ 39.1

H22 ▲ 564 269.4 328.3 ▲ 58.9

H23 ▲ 367 272.0 328.3 ▲ 56.3

H24 ▲ 391 273.2 329.0 ▲ 55.8

H25 ▲ 403 271.8 326.0 ▲ 54.2

年
女性社会動態

（人）
長崎県女性
（万円）

全国女性
（万円）

差(女性)

H7 ▲ 1,607 176.8 206.2 ▲ 29.4

H11 191.6 217.5 ▲ 25.9

H12 ▲ 864 196.6 220.6 ▲ 24.0

H13 190.4 222.4 ▲ 32.0

H14 188.1 223.6 ▲ 35.5

H15 190.1 224.2 ▲ 34.1

H16 186.3 225.6 ▲ 39.3

H17 ▲ 1,211 195.6 222.5 ▲ 26.9

H18 ▲ 976 197.5 222.6 ▲ 25.1

H19 ▲ 789 193.3 225.2 ▲ 31.9

H20 ▲ 834 195.1 226.1 ▲ 31.0

H21 ▲ 561 200.9 228.0 ▲ 27.1

H22 ▲ 679 196.3 227.6 ▲ 31.3

H23 ▲ 392 190.9 231.9 ▲ 41.0

H24 ▲ 699 202.2 233.1 ▲ 30.9

H25 ▲ 438 199.0 232.6 ▲ 33.6

男性社会動態 長崎県男性 全国男性 差（男性）

男性社会増減 1

長崎県男性 -0.34762299 1

全国男性 -0.69789018 0.46414874 1

差（男性） 0.154627552 0.70589223 -0.299759938 1

女性社会動態 長崎県女性 全国女性 差(女性)

女性社会増減 1

長崎県女性 0.666354146 1

全国女性 0.916110763 0.713190989 1

差(女性) -0.51098059 0.340188374 -0.41654276 1
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(人) (人) (人) (人) (人) (人)
年 卒業者数 就職者数 県内就職数 県外就職者数 全体就職率 県内就職率 県外就職者率
Ｈ23 4,402        1,050        755 295 23.9% 71.9% 28.1%
Ｈ24 4,265        1,064        750 314 24.9% 70.5% 29.5%
Ｈ25 4,282        1,135        814 321 26.5% 71.7% 28.3%
Ｈ26 4,166        1,079        771 308 25.9% 71.5% 28.5%

＊出典は、長崎市統計年鑑

(人) (人) (人) (人)
年 卒業者数 大学等進学 男子進学数 女子進学数 全体進学率 男子進学率 女子進学率
Ｈ23 4,402        2,020 957 1,063 45.9% 47.4% 52.6%
Ｈ24 4,265        2,024 937 1,087 47.5% 46.3% 53.7%
Ｈ25 4,282        2,012 932 1,080 47.0% 46.3% 53.7%
Ｈ26 4,166        2,043 970 1,073 49.0% 47.5% 52.5%

＊出典は、長崎市統計年鑑

図表 35 高校卒業者の進路―進学 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 36 高校卒業後の進路―就職 

 

 

 

 

図表 37 高校卒業者の進路―進学 

 

 

 

 

 

図表 38 高校卒業者の男女別就職状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(人) (人) (人) (人)
年 男子 就職者数 県内就職者数県外就職者数 男子就職率 県内就職率 県外就職率
Ｈ23 2,214        590 360 230 28.1% 61.0% 39.0%
Ｈ24 2,103        573 321 252 26.7% 56.0% 44.0%
Ｈ25 2,145        623 369 254 29.6% 59.2% 40.8%
Ｈ26 2,108        595 355 240 28.2% 59.7% 40.3%

(人) (人) (人) (人)
年 女子 就職者数 県内就職数 県外就職者数 女子就職率 県内就職率 県外就職率
Ｈ23 2,188        460 395 65 21.3% 85.9% 14.1%
Ｈ24 2,162        491 429 62 23.0% 87.4% 12.6%
Ｈ25 2,137        512 445 67 24.9% 86.9% 13.1%
Ｈ26 2,058        484 416 68 23.5% 86.0% 14.0%

＊出典は、長崎市統計年鑑

資料：長崎市「統計年鑑」 

資料：長崎市「統計年鑑」 

資料：長崎市「統計年鑑」 

資料：長崎市「統計年鑑」 

26 年高校卒業者数 4,166 人（100％） 

就職者数 
1,079人（25.9％） 

県内就職者数 
771 人（18.5％） 

県外就職者数 
308人（7.4％） 

その他 246人 
（5.9％） 

専修学校等進・入学者数 
798 人（19.2％） 

26 年大学等進学者数 
2,043 人（49.0％） 

県内進学者数 
約 800 人（約 40％） 

県外進学者数 
約 1,200人（約 60％） 



- 20 - 

 

（オ） 大学生の進路等の状況 

   平成27年３月の長崎県全体の大学卒業者は4,065人であり、このうち県内出身者は2,296人（57％） 

となっており、そのうち、1,815 人が就職し、うち県内就職者数は 1,210 人である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 39 大学卒業後の進路状況（平成 27 年 3 月卒業者） 

資料：長崎県政策企画課調べ 
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（カ） 類似都市との本社機能を有する事業所数の視点からの分析 

「地域の経済 2014 －経済の好循環の波及に向けて－」(内閣府)の「第２章 地方の人口動向と活 

性化に向けた取組」をみると、人口が増加した市町村の特徴の一つに「市町村では昼夜人口比率が１ 

倍を超え、周辺地域に比べて有効求人倍率が高いなど雇用機会が比較的に多く確保をされている場合 

が多くなっている」と分析している。10～50 万人の都市の場合、金沢市、福山市、高松市、宮崎市 

などでは昼夜人口比率が１倍を超えている。長崎市も平成 22 年の国勢調査の結果では 1.03 で１倍を 

超えているが、長崎市との大きな違いは大分市、金沢市にある資本金 50 億円以上の企業の本社等の 

事業所の所在数である。内閣府では資本金 50 億円以上の企業の本社等の事業所の所在数を「人口が 

増加した市町村のその他の特徴」として捉えており、大分市は「３～４」、金沢市、高松市は「５～ 

９」の区分に入っており、両市は雇用機会に恵まれているといえる。 

 

図表 40 人口が増加した市とその他の特徴（３大都市圏、被災３県を除く） 
 人口規模(平成 25年３月末) 

１～５万人 ５～10万人 10～50万人 50～100万人 
100 万人以
上 

生産農家又は農家一戸あ
たり生産所得が相対的に
高い市 

東根市 
千歳市、恵庭
市、神栖市、
袋井市 

帯広市、水戸市、つくば市、 
小山市、那須塩原市、高崎市、 
伊勢原市、太田市、松本市、 
宮崎市 

宇都宮市、岡
山市、熊本市 

 

宿泊・飲食サービス就業 
者比率が相対的に高い市 

石垣市 
 

名護市 
 

   

資本金 50億 
円以上の企 
業の本社等 
の事業所が 
所在する市 

１～２ 
事業所 

 

千歳市、鹿島
市、神栖市、
袋井市、大野
城市、大村市 

小山市、伊勢崎市、松本市、 
彦根市、草津市、倉敷市、 
丸亀市、宮崎市、浦添市 

  

３～４ 
事業所 

  
水戸市、つくば市、高崎市、 
大分市、那覇市 

鹿児島市  

５～９ 
事業所 

  金沢市、大津市、福山市、高松市 
宇都宮市、岡 
山市、熊本市 

 

10 事業
所以上 

    
札幌市、広 
島市、福岡市 

 

 

 

内閣府の分析では資本金 50 億円以上の本社という条件がみられるが、本社の数（複数の事業所を 

有する企業で、本社が長崎市にある企業の数）という観点からみることにする。西日本の大都市圏を 

除く中核都市 13 都市について、人口 10 万人あたり（平成 21 年経済センサス）で比較してみると、 

本社の数では、長崎市は 210 社で中位にあるが、本社従業者数は 5.6 千人で最も少ない都市となって 

いる。 

本社数・本社従業者数が地域の経済にどのような影響があるのか、各市の法人・個人市民税の収納 

状況を指標とした場合、長崎市は、市民１人あたりにすると個人市民税が 44 千円となっており、こ 

れは宮崎市とともに最も少ない水準である。また、法人市民税を１事業者当たりでみると、470 千円 

とこれも宮崎市とともに最も低いことがわかる。 

 

資料：内閣府「地域の経済 2014－経済の好循環の波及に向けて」 
注 1:各指標が被災３県を除く地方の市の平均値から 1 標準偏差以上高い市 
注 2:赤字は昼夜間人口比率が 1.0 以上の市 
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図表 41 西日本の中核都市の事業所及び本社事業所と従業者     図表 42 各都市の市民税 

    

    

   10 万人あたり本社従業者数と市民１人あたり個人市民税、10 万人あたり本社企業数と１事業者あ

たり法人市民税の間の相関関係を分析してみると、特に前者については相関係数が 0.86 と強い正の

相関がみられ、後者についてもやや弱い正の相関がみられる。したがって、企業や雇用者の所得が低

い要因の一つとして、長崎市には本社が少なく、本社勤務の従業者も少ないことが影響しているとい

える。 

   このことから、本社を置く企業は、単独企業・個人企業に比べて比較的規模が大きく、企業所得や

給与等従業者の処遇もよく、それは法人・個人市民税として反映され、概ね域外（市外・県外・海外）

から“外貨”を獲得することで発展をめざすことになる。生産性の向上や業容拡大の面でも優位性が

あり、処遇の優位性・安定性と相まって、人材確保面において採用・人材確保がしやすく、それが更

に企業の発展につながり、学卒等の就職希望者にとっては優先度の高い就職先となる。 

こうした本社機能を置く企業が多い地域は、地域の人材定着、ＵＪＩターン等の受け皿として地 

域の人材力向上につながることから、本社機能を置く企業を増やしていくことが地域の経済力、ひ 

いては人口増加・減少抑制に効果を発揮するものと思われる。 

 

   

  

西日本の中核都市の事業所および本社事業所と従業者

26年3月末

住基台帳
人口

事業所数
（社）

従業者数
(千人）

10万人当

たり従業
者数（千
人）

本社事業
所　（社）

10万人当

たり本社企
業数（社）

本社事業
所従業者
（千人）

10万人当

たり本社従
業者（千
人）

鹿児島市 607 15,624 199 33 1,493 246 46 7.6

松山市 517 12,023 163 32 947 183 33 6.3

倉敷市 483 10,877 161 33 784 162 25 5.1

大分市 478 11,672 170 36 871 182 30 6.3

福山市 472 12,212 167 36 988 210 33 6.9

金沢市 451 14,703 191 42 1,314 291 44 9.8

長崎市 437 9,557 133 30 920 210 24 5.6

高松市 427 14,064 166 39 1,076 252 37 8.6

富山市 420 11,567 171 41 1,017 242 39 9.2

宮崎市 405 9,010 115 28 710 175 23 5.7

長野市 384 11,069 140 36 939 244 33 8.7

和歌山市 378 7,798 119 32 671 177 24 6.4

高知市 337 8,029 99 29 715 212 20 6.1

資料：経済センサス、住民基本台帳報告から加工

各都市の市民税(平成25年度)

個人市民
税（億円）

市民１人当
たり個人市
民税（千
円）

法人市民
税(億円）

１事業所当
たり法人市
民税（千
円）

鹿児島市 278 45.7 77 490

松山市 229 44.3 69 571

倉敷市 231 47.7 56 517

大分市 225 47.2 60 511

福山市 219 46.5 62 511

金沢市 257 57.0 94 641

長崎市 192 44.0 45 470

高松市 222 52.1 89 634

富山市 227 54.2 79 679

宮崎市 175 43.2 42 469

長野市 195 50.7 64 582

和歌山市 181 47.9 51 654

高知市 157 46.6 39 481

資料：中核市市長会「都市要覧」から加工



- 23 - 

 

カ 産業における各種データ 

（ア） 産業別 15歳以上就業者 

    産業別 15 歳以上就業者の割合

については、国と比べて、主に第

３次産業である「医療・福祉」、「宿

泊業、飲食サービス業」、「卸売・

小売業」の割合が高くなっており、

「製造業」、「農林業」の割合が低

い。 

また、農林業、漁業、建設業、

運輸・郵便業、不動産、物品賃貸

業は、従事者が高齢化している。 

情報通信業、金融・保険業にお

いては、若い層の従事者が多い。 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 43 産業別 15歳以上就業者の割合 

図表 44 産業大分類別年齢構成 
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26.1%

17.5%
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35.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公務（他に分類されるものを除く）

サービス業（他に分類されないもの）

複合サービス事業

医療、福祉

教育、学習支援業

生活関連サービス業、娯楽業

宿泊業、飲食サービス業

学術研究、専門・技術サービス業

不動産業、物品賃貸業

金融・保険業

卸売・小売業

運輸・郵便業

情報通信業

電気・ガス・熱供給・水道業

製造業

建設業

鉱業、採石業、砂利採取業

漁業

農林業

15～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～69歳 70歳以上

農林業, 1.6%
農林業, 6.2% 農林業, 3.9%

製造業

10.9%

製造業

11.5%
製造業

17.1%

卸売・小売業

18.4%

卸売・小売業

16.8%

卸売・小売業

17.5%

宿泊業、飲食サービス業

7.2%

宿泊業、飲食サービス業

6.2%

宿泊業、飲食サービス業

6.1%

医療、福祉

16.4%
医療、福祉

15.3%

医療、福祉

10.9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

長崎市 長崎県 国

公務（他に分類されないもの）

サービス業（他に分類されないもの）

複合サービス事業

医療、福祉

教育、学習支援業

生活関連サービス業、娯楽業

宿泊業、飲食サービス業

学術研究、専門・技術サービス業

不動産業、物品賃借業

金融・保険業

卸売・小売業

運輸・郵便業

情報通信業

電気・ガス・熱供給・水道業

製造業

建設業

鉱業、鉱石業、砂利採取業

漁業

農林業

資料：総務省「国勢調査（Ｈ22）」 

資料：総務省「国勢調査（Ｈ22）」 
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※特化係数…地域のある産業が全国と比較してどれだけ特化しているか
を表し、特化係数 1.0 以上であれば全国と比べてその産業が特化している
と考えられる。 

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

0

5000

10000

15000

20000

25000

従業者数 男 従業者数 女 特化係数 男 特化係数 女

図表 45 産業大分類別男女別 従事者数 特化係数 

資料：平成 24 年「経済センサス活動調査」 

（人） 

（イ） 産業大分類別男女別従事者数及び特化している産業 

男性は、「卸売業・小売業」、「製 

造業」、「建設業」の順に従業者が 

多く、女性は、「医療・福祉」、「卸 

売業・小売業」、「宿泊業・飲食サ 

ービス業」の順に従業者数が多く 

なっている。 

全国を１とした特化係数をみる 

と、「医療・福祉」と「宿泊業・飲 

食サービス業」は男女ともに１を 

超えており、集積度が高いことが 

うかがえる。なお、「漁業」につ 

いては、従事者数が少ないものの、 

集積度が高いことがうかがえる。 

「建設業」、「製造業」、「運輸業・ 

郵便業」が男性中心の職場となっ 

ており、「宿泊業・飲食サービス 

業」、「医療・福祉」が女性中心の職場となっている。 

また、「卸売業・小売業」については、男女とも従業者数が多い。 

 

 

（ウ） 産業別総生産、付加価値額及び労働生産性 

サービス業は、市内総生産の約 25％を占め

ており、長崎市経済の大きなウェイトを占め

ている。 

また、サービス業事業所について業種別の

付加価値額をみると、「医療・福祉」が最も大

きいが、「宿泊・飲食サービス業」及び「生活

関連サービス業・娯楽業」の合計も「建設業」

を上回る規模となっており、産業規模が大き

いことがわかる。しかしながら労働生産性が

全国と比較して低いことから、所得水準が低

いことがうかがえる。 

「製造業」は、市内総生産の１割を占める

基幹産業の一つである。「造船・機械・電気」

など域外を市場とする業種が主力となっていることから、リーマンショック後の世界的不況や為替円高

の進行の影響により、平成 21 年に総生産が落ち込むといった変動がみられ、総生産に占める割合は、

10～15％の間で推移している。 

卸売業・小売業においては、市内総生産に占める割合は約 10％であること、また、付加価値額にお 

いては産業大分類別では第１位であること、従業員数においても男女とも他の産業に比べて多いことか 

サ－ビ ス 業
368,380

不 動 産 業
210,673

政府サ－ビス生

産者
197,218

卸売・小売業
164,286

製 造 業
157,769

金融・保険業
76,156

建 設 業
68,597

運 輸 業
63,502

対家計民間非営利
61,565

情 報 通信業
59,527

電気･ガス･水道業
38,971

輸入品に課される

税・関税等
28,128

水 産 業
6,169 農 業

3,246
鉱 業 162

林 業 119

単位：百万円

図表 46 産業別総生産 

資料：「長崎県市町民経済計算」 
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図表 50 製造業における男女別産業人口及び特化係数 

資料：平成 24 年「経済センサス活動調査」 

ら、産業規模が大きいことがわかる。その一方、労働生産性が全国を大きく下回っており、所得が低水 

準にとどまっているものとみられる。この業 

種はサービス産業とともに、観光関連の産業 

でもあることから、今後、世界遺産登録、九 

州新幹線西九州ルートの開業、クルーズ客船 

寄港増等によって期待される交流人口の拡 

大を契機として労働生産性を高め、付加価値 

を高めていくことができる可能性を持って 

いる業種である。 

漁業においては、特化係数、労働生産性に 

おいて高い値を示しているものの、付加価 

値額、従業者数からその産業規模が小さい 

ことがわかる。さらに、50 歳以上が全従業者の約 60％以上を占めており、従事者の高齢化が著しい。 

燃油高や漁獲量の低迷など課題があるが、高齢化した従事者の技術の承継を行うとともに、就業後も安 

定した漁家経営ができる取組みを進め、新規就業者の確保に努める必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（エ）製造業の状況 

従業者数の特化係数をみ 

ると、産業大分類では男女 

ともに１を下回っているも 

のの、中分類で見ると、「輸 

送用機械器具」「電気機械器 

具」「はん用機械器具」「食 

料品」などが高くなってい 

る。なかでも輸送用機械器 

具は特化係数が非常に高く、 

就業者数も多いことから、 

全国の中でも集積度が高い 

299 
2,619 
3,969 
4,797 

18,824 
21,563 
23,184 

28,262 
29,652 
30,975 
32,540 
35,122 

43,121 
72,177 

108,544 
121,029 
122,955 

0 20000 40000 60000 80000 100000 120000 140000

C 鉱業，採石業，砂利採取業
F 電気・ガス・熱供給・水道業

Q 複合サービス事業
A～B 農林漁業

K 不動産業，物品賃貸業
N 生活関連サービス業，娯楽業

G 情報通信業
M 宿泊業，飲食サービス業

O 教育，学習支援業
L 学術研究，専門・技術サービス業

H 運輸業，郵便業
R サービス業(他に分類されないもの)

D 建設業
J 金融業，保険業

E 製造業
P 医療，福祉

I 卸売業，小売業
単位：百万円

図表 48 産業大分類別 付加価値額 

資料：平成 24 年「経済センサス活動調査」 
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図表 47 産業別総生産推移 

資料：長崎県「市町民経済計算」 
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図表 49 産業大分類別 労働生産性 

資料：平成 24 年「経済センサス活動調査」 
付加価値額…事業活動によって新たに生み出した価値 

労働生産性…対象とする産業の付加価値を生産要素である従業員数で割った

もの。労働生産性が高いことは従業員あたりが生み出す付加価値が大きいこと

であり、結果として地域の豊かさにつながる 
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ものとみられる。 

また、製造業は、産業大分類で見 

ると男性中心の職場であるが、産業 

中分類で見ると食品製造業において 

は、女性の従業者が多く、特化係数 

も高いことから、女性の職場として 

集積していることがわかる。 

「製造業」の労働生産性をみると、 

全国とさほど変わらないが、中分類 

では、「輸送用機械器具」「はん用機 

械器具」「家具・装備品」「電気機械 

器具」など造船、機械関連を中心に 

全国を上回る労働生産性となっている。しかし、「食品製造業」においては、労働生産性が全国を下 

回る水準であり、所得が低水準にとどまっているものとみられる。 

付加価値額においても産業大分類別では第３位となっており、域外から資金を稼いでくる製造業の 

集積を促進し、競争力を強化することが長崎の経済の活性化に資すると考えられる。 

 

キ 観光における各種データ 

（ア） 観光客数・観光消費額の推移 

   観光客数・観光消費額ともに増加 

傾向にあり、平成 26 年の長崎市の 

観光客数は過去最高となっている。 

これは、夜景観光の好調継続、世界 

遺産候補の推薦決定、国体開催によ 

る入込客の増加、クルーズ客船の入 

港増加が主な要因となっている。 

 

 

 

（イ） 観光客の概況 

月別観光客数においては、２月から５月にお

いてはランタンフェスティバル、８月から 10 月

においては、長崎くんちなどの大型イベント、

また、行楽シーズンなどの要因により、例年 60

万人弱で推移している。それ以外のシーズンは、

30～40 万人前後で推移していることから、月ご

との観光客数に波がある。また、地域経済分析

システムを用いて、平成 26 年における都道府県

外から流入者の平均を求めたところ、平日 16,0 

00 人に対して、休日においては、22,900 人、そ 
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図表 52 観光客数・観光消費額の推移 

資料：長崎市「観光統計」 
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資料：長崎市「観光統計」 

図表 53 月別観光客数 
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図表 51 製造業における労働生産性 

資料：平成 24 年「経済センサス活動調査」 
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図表 56 観光個人客・団体客数の推移 
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資料：長崎市「観光統計」 

の差 6,900 人であり、平日と休日において入込客数に大きな差が生じていることから、月ごと、更に

は、平日、休日ごとの交流人口数の平準化を図っていく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２年の観光客数に占める個人観光 

客数の割合は約 70％程度であったが、近 

年は約 85％を占めており、観光形態が団 

体から個人・グループ型に移行している。 

   また、修学旅行については、少子化等 

の影響から減少傾向にはあるが、歴史、平 

和、文化等を学習できる旅行先として、平 

成 15 年以降の約 10 年間、30 万人前後を 

維持している。 

 

         

（ウ） 外国人観光客等の状況 

平成 25 年に日本を訪れた外国人（訪日外客 

数）は、初めて 1,000 万人を突破し、平成 26 

年においても、査証（ビザ）の大幅緩和、消費 

税免税制度の拡充、アジア地域の経済成長に伴 

う海外旅行の需要増、円安進行等により、1,341 

万人と約 1.3 倍の伸びを見せており、今後も増 

加が見込まれている。 

また、日本政府における経済成長戦略「日 

本再興戦略（2013 年）」においても、「訪日外 

国人旅行者」について、平成 42 年(2030 年)に 

3,000 万人をめざすことを目標としており、イ 

資料：日本政府観光局（JNTO）「訪日外客数」） 
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図表 57 訪日外国人旅行者の動向 
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図表 54  

資料：地域経済分析システム 
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図表 55 休日における都道府県外からの平均滞在人口 

資料：地域経済分析システム 
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資料：長崎市「観光統計」 

図表 58 国・地域別外国人延宿泊者数 ンバウンドに力を入れている。さらに、地方創生に 

おいては、地域の実情に応じた取組みが重要とさ 

れており、外国人観光客をひきつける日本の文化、 

歴史等を多数有する長崎市においては、その競争 

優位性を発揮できるものと考えられる。 

そのようななか、長崎市の外国人延宿泊者数は、 

東日本大震災等の影響による外国人旅行者の減少 

から持ち直しを見せており、平成 25 年は約 17 万 

９千人、平成 26 年においては、約 21 万３千人と 

過去最高を記録している。また、クルーズ客船寄 

港も 75 隻（乗客・乗務員総数 19 万 9,031 人）で 

過去最高を記録した。 

なお、コンベンション開催件数も近年は、1,000 件程度で推移している。  

 

 

図表 59 国際クルーズ船入港実績         図表 60 コンベンション開催の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（エ） 観光業の状況 

長崎市の事業所数及び従業員数を産業分類別 

構成比で見てみると、どちらも全国と比べて第 

２次産業の占める割合が低く、第３次産業が多 

いという産業構造になっている。 

また、産業大分類別従業員数の構成比を見て 

みると、卸・小売業が約 20％を占め最も多く 

なっており、さらに、観光と関わりの強い飲食 

店・宿泊業、生活関連サービスなどが多いこと 

が特徴となっている。 

「宿泊業、飲食サービス業」においては、非 

正規雇用の割合が約８割、「生活関連サービス 

業、娯楽業」においては約６割という状況であ 

資料：長崎市「観光統計」 資料：長崎市「観光統計」 

資料：平成 24 年「経済センサス活動調査」 
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図表 61 事業所数・従業員者数 
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るとともに、賃金において、この２つの業種は、 

他の業種と比べて低い水準にあり、観光が強み 

であるが稼ぐまでには至っていないことがう 

かがえる。 

平成 24 年における県内総生産（名目ＧＤＰ） 

に占める観光消費額の割合は、6.3％であり、 

経済に与える貢献度は、全国と比較しても高い 

が、既述のように、賃金に反映されるにまでは 

稼げていないことがうかがえる。 

 長崎市は、多様な文化や風習、まちなみや「明治日本の産業革命遺産 製鉄・鉄鋼、造船、石炭産 

業」の世界遺産登録など、今後も外国人観光客をひきつける魅力を有しており、その増加が見込まれ 

ること、また、近年頭打ちであるコンベンションの誘致を含めた交流人口の拡大を図っていくことで、 

交流人口の平準化につなげ、稼ぐ観光に進化する可能性を秘めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」 

図表 65 産業大分類別所定内給与 (Ｈ25 年) 

県 名 Ｈ23年度 Ｈ24年度

１ 沖 縄 県 (1) 16.5 16.8

２ 山 梨 県 (3) 10.6 10.1

３ 長 野 県 (2) 10.7 10.1

４ 京 都 府 (4) 9.2 8.1

５ 北 海 道 (5) 9.0 7.1

６ 島 根 県 (13) 6.1 6.9

７ 熊 本 県 (26) 4.6 6.6

８ 長 崎 県 (10) 7.1 6.3

９ 鳥 取 県 (6) 8.2 6.1

１０ 大 分 県 (8) 7.3 6.0

全国平均 3.9 3.7

（％） 

資料：平成 24 年「経済センサス活動調査」 
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図表 62 産業大分類別従業員構成比 

資料：「県民経済計算」、観光庁「旅行・消費動向調査」 
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図表 63 雇用者における従業上の地位 

資料：平成 24 年「経済センサス活動調査」 

産業大分類名 長崎県 全国 全国との差

卸売業，小売業 337.9 382.2 △ 44.3

医療，福祉 340.1 379.4 △ 39.3

製造業 340.3 392.9 △ 52.6

宿泊業，飲食サービス業 244.1 282.9 △ 38.8

生活関連サービス業，娯楽業 265.2 314.7 △ 49.5

建設業 339.8 405.1 △ 65.3

全産業 347.7 392.4 △ 44.7

図表 64 産業大分類別所定内給与 (Ｈ25 年) 
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2000
（Ｈ12）

2005
（Ｈ17）

2010
（Ｈ22）

夜間人口 470,135 455,206 443,766

昼間人口 484,032 467,689 457,471

昼間超過数 13,897 12,483 13,705

昼夜間比率 103.0% 102.7% 103.1%

ク 通勤・通学の状況 

（ア） 昼夜間人口の推移及び通勤・通学の状況 

長崎市は、昼夜間人口比率が、１を超えて推移していることから、周辺の自治体から通勤・通学 

者を吸収しており、また、周辺の諫早市、長与町、時津町の通勤・通学者の 10％以上が長崎市へ通 

勤・通学していることから、これらを含めた都市圏を牽引している。 

また、近隣自治体の長崎市への通勤・通学状況は、長与町においては通勤・通学者の約５割、時津 

町においては約４割の人が、長崎市へ通勤・通学しており、生活圏が非常に一体化した地域であるこ 

とがわかる。 

さらに、長崎市に常住する通勤・通学者の通勤・通学の状況を見てみると、約９割が市内で通勤・ 

通学している。絶対数で比較すると時津町とは 1,255 人の流入超過、長与町にいたっては、8,611 人 

の流入超過の状況である。長崎市に雇用を作ることは、長崎市に常住する通勤・通学者を市内にとど 

めるとともに、近隣自治体の雇用の受け皿にもなり、圏域での人口維持につながるものと考えられる。 

 

図表 66 昼夜間人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 67 近隣自治体の長崎市への通勤通学の状況       図表 68 長崎市に常住する通勤 

通学者の状況（平成 22年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査」 

資料：総務省「国勢調査」 

注 合併旧７町の人口含む 

2000
（H12）

2005
（H17）

2010
（H22）

常住する就業・通学者数 76,658 75,775 70,662

長崎市へ通勤・通学 9,385 8,954 8,867

（依存率） 12.2% 11.8% 12.5%

常住する就業・通学者数 21,101 22,040 21,987

長崎市へ通勤・通学 11,151 11,303 11,687

（依存率） 52.8% 51.3% 53.2%

常住する就業・通学者数 15,669 15,894 15,881

長崎市へ通勤・通学 6,203 6,371 6,742

（依存率） 39.6% 40.1% 42.5%

諫
早
市

長
与
町

時
津
町

(人) 

(人) 

(人) 

資料：総務省「国勢調査」 

西海市

長崎市
佐世保市
島原市
諫早市
大村市

波佐見町
小値賀町
佐々町

新上五島町

195,683
506
139

6,428
1,329

21

雲仙市
南島原市
長与町
時津町
東彼杵町
川棚町

1
9

27

通勤
通学者

33
3,076
5,487

18
13
13

14
6
6

29
966

2.5%
0.0%

0.6%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.4%
0.1%
0.0%
1.4%

通勤・通学率

90.8%
0.2%
0.1%
3.0%

190

平戸市
松浦市
対馬市
壱岐市
五島市

0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%

注 市町村合併以降の行政区域で算出 
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443,766
429,255 

412,982 
394,361 

374,345 
353,382 

331,191 
308,144 

285,512 
263,435 

242,054 
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50,000

100,000

150,000
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300,000

350,000

400,000

450,000

Ｈ22 Ｈ27 Ｈ32 Ｈ37 Ｈ42 Ｈ47 Ｈ52 Ｈ57 Ｈ62 Ｈ67 Ｈ72

（人）

（２） 将来人口推計 

 ア 将来人口推計 

（ア） 国立社会保障・人口問題研究所推計 

国立社会保障・人口問題研究所の推計では平成 32～37 年の間に長崎市の人口は 40 万人を割り 

込み、その後も減少し続け、57 年以降に 20 万人台になる。 

 

図表 69 国立社会保障・人口問題研究所による人口推計 
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岐阜市,  101.3 

富山市, 105.3 

金沢市,  138.6 

福山市, 111.4 

高松市 , 111.0 

佐賀市, 107.1 

熊本市, 133.3 

大分市,  142.7 

宮崎市, , 131.0 

鹿児島市,  127.3 

長崎市, 93.3 80

90

100

110

120

130

140

150

160

岐阜市 富山市 金沢市 福山市

高松市 佐賀市 熊本市 大分市

宮崎市 鹿児島市 長崎市

（イ） 人口減少段階の分析 

     「人口減少段階」は、一般的に「第１段階：老年人口の増加+生産年齢・年少人口減少」、「第 

２段階：老年人口の維持・微減+生産年齢・年少人口減少」、「第３段階：老年人口の減少+生産年 

齢・年少人口減少」の３つの段階を経て進行するとされている。日本全体が平成 52 年に「第２ 

段階」に突入するのに対し、長崎市は平成 37 年に突入と 15 年も早い。「第３段階」への突入も 

国と比べ 20 年早く、平成 52 年頃であり、全国よりも先行して人口減少と高齢化が進むと予想 

されている。 

 類似都市と比較した場合、現在、人口増加傾向にある金沢市、大分市、合計特殊出生率が高い 

中核市である福山市、高松市をはじめ、いずれの都市も平成 52 年段階では老年人口指数は増加・ 

維持傾向であり、人口減少段階は第１段階である。 

 

図表 70 人口減少段階 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図表 71 都市別老年人口指数の見通し 

 

 

 

  

資料：国立社会保障・人口問題研究所の推計を基に加工 

88.9

59.4
総数、54.5

72.0

40.0 0～14歳、35.6

78.5

47.1
15～64歳、42.7

100

123.1
118.2

99.6

６５歳以上、93.3

0

20

40

60

80

100

120

140

Ｈ22 Ｈ27 Ｈ32 Ｈ37 Ｈ42 Ｈ47 Ｈ52 Ｈ57 Ｈ62 Ｈ67 Ｈ72

総数 0～14歳 15～64歳 65歳以上

第１段階 第２段階 第３段階

全国の人口減少段階

【第１段階】

老年人口 増加
年少・生産年齢人口 減少

【第２段階】

老年人口 維持・微減
年少・生産年齢人口 減少

【第３段階】

老年人口 減少
年少・生産年齢人口 減少

資料：国立社会保障・人口問題研究所推計 
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（ウ） 人口増減状況の分析 

    長崎市の老年人口指数は上昇し続け、平成 32 年には 121.2 となり、37 年頃にピークとなって、

以後微減傾向に入って第２段階となる。生産年齢人口及び年少人口は減少の一途を辿り、52 年に

は生産年齢人口は 22 年の６割程度、年少人口はほぼ半数となる。 

 

図表 72 人口増減状況 

 

  

Ｈ22年人口 Ｈ32年人口 指数（Ｈ22＝100） 人口減少段階

老年人口（65歳以上） 111,356 134,929 121.2

生産年齢人口（15歳～64歳） 277,040 233,066 84.1

年少人口（0～14歳） 55,370 44,987 81.2

Ｈ22年人口 Ｈ42年人口 指数（Ｈ22＝100） 人口減少段階

老年人口（65歳以上） 111,356 135,902 122.0

生産年齢人口（15歳～64歳） 277,040 202,752 73.2

年少人口（0～14歳） 55,370 35,691 64.5

Ｈ22年人口 Ｈ52年人口 指数（Ｈ22＝100） 人口減少段階

老年人口（65歳以上） 111,356 131,586 118.2

生産年齢人口（15歳～64歳） 277,040 169,114 61.0

年少人口（0～14歳） 55,370 30,491 55.1

1

2

2

資料：国立社会保障・人口問題研究所推計 
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 イ 将来人口に及ぼす自然増減、社会増減の影響度の分析 

（ア） 自然増減、社会増減の影響度の分析 

    自然増減（出生、死亡）や社会増減（転入、転出）が将来人口にどの程度の影響を及ぼすのか、 

その影響度について、国立社会保障・人口問題研究所の推計をベースにして、以下、２つのシミュ 

レーションを用いて分析を行った。 

類似都市及び九州の県庁所在都市の自然増減並びに社会増減の影響度を分析したところ、自然増 

減影響度については、長崎市（影響度４）を上回る都市はなく、金沢・大分両市は影響度１にとど 

まっている。 

一方、社会増減影響度については、都市間の差はほとんどなく、いずれも影響度２であり、ほぼ 

同程度の人口移動の影響を受けることがわかる。 

この分析から長崎市は、各都市のなかでも自然増減の影響度が高い（現在の合計特殊出生率が低 

い）ことから、出生率向上、出生数増加につながる施策に取り組むことが重要といえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シミュレーション１の説明 :合計特殊出生率が平成 42 年(2030 年)までに人口置換水準 2.1 まで上昇し 

たと仮定した場合 

シミュレーション２の説明 :合計特殊出生率が平成 42 年(2030 年)までに人口置換水準 2.1 まで上昇した 

とし、かつ人口移動が均衡した場合(転出･転入数が同数となり、移動がゼロ 

となった場合) 

自然増減の影響度：（シミュレーション１の平成 52(2040)年の総人口／国立社会保障・人口問題研究

所推計準拠の平成 52(2040)年の総人口）の数値に応じて、５段階に整理。数値が

大きいほど影響度が大きい。 

社会増減の影響度：（シミュレーション２の平成  52(2040)年の総人口／シミュレーション１の平成  

52(2040)年の総人口）の数値に応じて５段階に整理。数値が大きいほど影響度が

大きい。 

資料：国立社会保障・人口問題研究所推計 
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福山市
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影響度１ 影響度２ 影響度３ 影響度４

影
響
度
２

図表 73 類似都市別自然・社会増減の影響度 
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（イ） 人口構造の分析 

  国立社会保障・人口問題研究所（社人研）推計、シミュレーション別に平成 22 年と 30 年後 

の 52 年との人口構造の差異をみると、どの推計値も 65 歳以上の人口は増加するが、15～64 歳 

の生産年齢人口と出産が期待される 20～39 歳女性は減少する。0～14 歳の若年層はシミュレー 

ション２以外マイナスとなるが、0～4 歳のみに注目してみると、シミュレーション１、２とも 

増加する。 

 

図表 74 現状値と社人研推計、シミュレーション別各年齢層の長崎市の推計人口及び増減率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：国立社会保障・人口問題研究所推計 

うち0-4歳

人口

H22年 443,765 55,369 16,740 277,040 111,356 51,695

331,193 30,491 9,291 169,116 131,586 28,736

シミュレーション1 368,933 55,054 17,677 182,293 131,586 32,199

シミュレーション2 391,266 59,879 19,353 198,657 132,730 35,037

20-39歳
女性人口(単位:人)

<推計人口>
総人口

0-14歳人口 15-64歳
人口

65歳以上
人口

現状値

H52年

社人研推計

うち0-4歳
人口

H22年→ -25.4 -45.0 -44.5 -39.0 18.2 -44.4

H52年 シミュレーション1 -16.9 -0.56 5.6 -34.1 18.2 -37.7

増減率 シミュレーション2 -11.8 8.1 15.6 -28.3 19.2 -32.2

20-39歳
女性人口(単位:％)

<増減率>

社人研推計

総人口
0-14歳人口 15-64歳

人口
65歳以上
人口
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（３） 人口の変化が長崎市の将来に与える影響 

   ア 地域経済への影響 

（ア） 労働力人口の減少 

人口減少・高齢化は、地域経済の働き

手世代の減少を意味し、労働力減少が経

済活動の制約要因となり、地域の経済力

低下を招くことが予想される。 

そこで、労働力人口を、平成 22 年の国

勢調査における年齢層別にみた労働力率

が一定と仮定して推計すると、平成 22

年の 214 千人から平成 52 年には 167 千

人へと約22％の減少、平成72年には124

千人と約 42％減となる。 

年齢層別で労働力人口をみると、15～

29 歳、30～44 歳、45～59 歳のいずれの層も 52 年には 22 年比３～４割程度の減少が見込まれる。

一方、60 歳以上については、平成 52 年段階では 22 年比でやや増えるものの、その後減少傾向を

辿るとみられる。 

また、労働力人口の年齢構成をみると、60 歳以上の比率が平成 22 年の約 18％から徐々に上昇

し、72 年には約 25％に達する一方、15～29 歳の比率は約 18％から約 12％に低下するとみられ、

労働力人口の高齢化が進むことを示している。 

こうした労働力人口の減少と若年労働力の減少、労働力の高齢化の進展によって、地域経済は生

産性を向上させ、付加価値を高めることが求められることになる。 

 

図表 76 労働力人口の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料)国勢調査、社人研準拠将来推計人口 

※平成 22 年国勢調査の年齢層別労働力率

が一定と仮定し推計 

長崎市の労働力人口の見通し
（単位：千人、％）

年
平成22年
労働力率

平成22年 平成32年 平成42年 平成52年 平成62年 平成72年
52/22年

増減率

72/22年

増減率

男女計 214 204 188 167 145 124 -22.1 -42.3

男 69.0 117 112 103 91 79 68 -22.2 -41.9

15～29歳 60.0 19 16 14 11 9 8 -41.5 -59.2

30～44歳 95.5 35 30 27 23 19 15 -34.1 -57.0

45～59歳 93.3 40 35 32 27 24 20 -33.0 -50.1

60歳以上 40.4 23 26 25 24 21 19 3.0 -17.6

女 46.5 97 92 85 76 65 55 -21.8 -42.7

15～29歳 53.9 19 16 13 10 9 7 -45.6 -62.0

30～44歳 72.8 30 24 21 17 14 11 -41.6 -62.9

45～59歳 70.9 33 29 26 21 18 15 -37.5 -55.6

60歳以上 18.7 15 17 17 16 14 12 6.3 -17.7

17.5 15.7 14.2 12.7 12.1 12.0

17.8 20.7 22.1 23.8 24.5 25.4

資料：平成22年国勢調査と長崎市将来人口推計結果を基に推計

注：平成22年の年代別労働力率が一定と仮定。

男女計　60歳以上比率

男女計　15～29歳比率

資料：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所将来推計人口 

※平成 22 年国勢調査の年齢層別労働力率が一定と仮定し推計 
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図表 75 労働力人口の推計 
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（イ） 労働制約が高まる地域経済 

近年、景気改善傾向とともに人材不足 

が顕在化し経済の制約要因となってい 

る。県内主要企業への雇用アンケート 

（長崎経済研究所 27 年２月、472 社、 

363 社回答）によると、半数近い企業が 

「（やや）不足」とし、２、３年後につ 

いても「（やや）不足」の見通しとして 

おり、事業活動への支障を懸念している。 

こうした労働制約が顕在化する傾向 

は継続するものと想定される。 

また、労働力人口が減少し高齢化する 

中で、若年労働力の不足、需給ミスマッ 

チが拡大し、生産現場などでは熟練技 

術・技能、ノウハウ等の承継が大きな課 

題となり、機会損失が高まることが想定 

される。 

こうした労働制約を緩和し、地域経 

済・企業活動の維持・発展につなげるに 

は、生産性の向上を図るとともに、女性の就業率の引上げ及びアクティブシニアなどの高齢層の就 

業率アップが大きな課題であり、それを支援するための施策充実が欠かせない。 

また、労働制約の緩和が進まなければ、事業縮小、廃業・撤退などを通じた企業・事業所の減少 

が見込まれ、それが地域の雇用・所得機会の減少をもたらすことも想定される。 

 

 

  

図表 77 雇用者の過不足状況（現状） 

資料：  
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図表 78 雇用者の過不足状況（2～3年後） 

資料：  
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図表 79 人手不足の事業活動への影響 

資料：  
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資料：国勢調査、全国消費実態調査を基に「長崎経済研究所」で 

推計。将来人口推計値は、国立社会保障・人口問題研究所 

（ウ） 消費支出の現状と構造変化 

地域の経済面では、人口減少と高齢化

に伴って、地域における消費需要の縮小

は避けられない。一世帯あたりの消費支

出は、世帯主の年齢とともに上昇し、50

～54 歳をピークに低下する。また、１世

帯あたりの貯蓄額は 60 歳代以上が６割

超を占めており、消費支出の少ない高齢

者層に集中している。こうした構造は少

子化・高齢化、人口減少が進むにつれて、

消費減退につながるとみられる。 

 

そこで、長崎市での将来の消費支出を 

平成 52 年まで推計した。その結果、長崎 

市の消費支出は平成 22 年の 4,839 億円か 

ら平成52年には3,644億円に1,195億円、 

約 25％減少することになる。年齢階層別の 

消費支出額をみると、70 歳以上では増加す 

るのに対し、20 歳代、30 歳代では半減す 

ると同時に、60 歳以上の消費支出が６割近 

くに達する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 82 世帯主の年齢層別にみた人口減少が消費に与える影響の推計 
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図表 80 長崎県の年齢別消費支出（月平均） 

資料：  

1
2

4
5

7

9
10

12

15 15
14 14

0

20

40

60

80

100

120

140

160

0

2

4

6

8

10

12

14

16
（百万円） （百億円）

資料：  
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消費の主役が現役世代から高齢者世帯になると、消費支出の項目にも影響が考えられる。費目別 

にみてみると、保健医療は 52／22 年で 17％減にとどまるほか、家具・家事用品、光熱水道など、 

世帯維持に必要な費目が比較的減少幅が小さい。一方、教育は少子化を反映して 38％減となるほ 

か、交通・通信が 29％減、被服及び履物も 28％減など、少子化・現役世代の減少を背景に需要が 

大幅に縮小するとみられる。 

こうした需要の縮小は、特に高齢層の消費生活への影響がでてくるものとみられる。高齢化に伴 

って車の利用が難しくなり、交通弱者となる人が増え、商店（街）の減少・集約化が進むことによ 

り、日常生活の買い物が難しくなる“買い物弱者”となる人が増える可能性がある。定住人口が減 

少し、市民の消費支出が減少する中で、地域経済の需要を補っていくには、交流人口の拡大等を通 

じた域外からの消費支出の取込みを強化していくことが重要な施策となる。 

  

資料：国勢調査、全国消費実態調査を基に長崎経済研究所で推計。将来人口推

計値は、国立社会保障人口問題研究所 

長崎市の消費支出　費目別の推計 （億円、％）

費　目 平成22年 平成32年 平成42年 平成52年
32年／
22年

42年／
22年

52年／
22年

消費支出 4,839 4,620 4,191 3,644 -4.5 -13.4 -24.7

食料 1,086 1,048 957 837 -3.5 -11.9 -23.0

住居 329 307 275 238 -6.7 -16.5 -27.8

光熱･水道 343 332 305 268 -3.0 -10.9 -21.8

家具･家事用品 188 182 167 147 -3.2 -11.2 -21.8

被服及び履物 213 200 179 154 -6.0 -15.9 -27.6

保健医療 210 209 195 174 -0.6 -7.2 -17.3

交通･通信 669 622 552 473 -7.0 -17.5 -29.3

教育 131 119 102 81 -9.5 -22.2 -38.0

教養娯楽 489 472 426 373 -3.6 -12.9 -23.8

その他の消費支出 1,184 1,137 1,045 914 -4.0 -11.7 -22.8

資料：国勢調査、全国消費実態調査を基に長崎経済研究所で推計

将来人口推計値は、国立社会保障人口問題研究所

図表 83 消費支出費目別の推計
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資料：国立社会保障・人口問題研究所将来推計人口 

図表 84 

イ 子育て・教育への影響 

（ア） 少子化の進行 

    出生数に非常に影響の大きい 15～49 歳女 

性人口は平成 22 年を 100 とした場合の指数を 

みた場合、平成 32 年 85.0、42 年 69.8、52 年 

57.6 となり、減少していく。現在の合計特殊出 

生率の低さを加味すると、少子化が一層進行す 

ることが懸念される。 

 

  

 

 

（イ） 教育機関への影響 

平成 22 年は小学生約２万４千人、中学生約１万３千人、高校生約１万３千人であるが、平成 52 

年には半減し、さらに、平成 72 年には 1/3 程度になることが想定される。これに伴い、学級数の 

削減、１学級の定員削減をはじめ、学校統廃合も必要となるとみられる。現在の学校規模が維持さ 

れると仮定すると、小学校は 78 校から 52 年には 41 校に、中学校は 52 校から 28 校に、高校で 

も 20 校から 11 校に減少することになる。 

 

図表 85 小中高校の生徒数と学校数の将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ウ 医療・福祉への影響 

（ア） 医療への影響 

    人口減少が進む中にあっても、高齢 

化の進行により医療費の増加は続くとみ 

られる。全国における年齢階層別に一人あ 

たり年間医療費（平成 24 年度）をみると、 

50 歳代までは 30 万円を下回るが、60 歳 

以上になると急増する。特に、75 歳以上 

の１人あたり医療費は 91.8 万円に達し、 

74歳以下の平均 20.5万円の4.5倍に上る。 

そこで、この年齢階層別１人あたり医療 

費が一定として、長崎市の年齢階層別将 

資料：学校基本調査、国立社会保障・人口問題研究所将来推計人口 

※平成 22 年の 1 校あたり生徒数が今後も一定と仮定 

図表Ⅱ-2-29　長崎市の小中高校の生徒数と学校数の推計
単位：百人、％

平成22年 42年 52年 62年 72年 52年／22年 72年／22年

小学校 235 139 121 97 77 -48.7 -67.4

中学校 127 78 66 56 44 -48.4 -65.5

高等学校 131 82 67 58 46 -48.7 -64.9

小学校 78 47 41 33 26 -47.2 -66.4

中学校 52 33 28 24 19 -46.4 -64.2

高等学校 20 15 11 10 8 -45.0 -60.0

資料：学校基本調査、社人研将来推計人口

注：平成22年の1校当たり生徒数が今後も一定と仮定

学校数

生徒数

区分

資料：厚生労働省「年齢階級別 1 人あたり医療費」(平成 24

年度)と国立社会保障・人口問題研究所の長崎市将来推計人

口を基に推計。1 人あたり医療費は、平成 24 年度の水準が続

くと仮定 
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図表 86 
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来人口を乗じて本市における医療費総額を推計してみると、平成 22 年度の 1,361 億円から平成 37 

年～42 年の 1,450 億円台をピークにその後減少に向かうものとみられる。 

しかし、市民１人あたり医療費という観点からみると、人口構成の高齢化を反映して、平成 22 

年の 30 万円から平成 52 年には 41 万円に上昇することから、働き手世代や若年層の負担が更に 

高まることが見込まれる。 

 

 

（イ） 介護への影響 

    介護区分や１人あたり介護給付費 

が平成 22 年の長崎県の水準が平成 

27 年以降も一定とし、前期高齢者・ 

後期高齢者の将来推計人口により、 

総額の変化をみた。 

その結果、介護給付費総額は平成 

22 年の 212 億円から平成 37 年には 

261 億円まで増加し、その後漸減し 

ていくことが見込まれるが、人口１ 

人あたりの介護給付費でみると、平 

成 22 年の 4.8 万円から平成 52 年に 

は 7.6 万円に増加するなど、一貫して 

増加傾向を辿ることになる。 
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図表 87 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「将来人口推計」、厚生労働省
「2010 年の介護サービス受給者数・費用額、要介護状態区分・サー

ビス種類・都道府県データ」 
注：1 人あたり要支援・要介護給付費は、平成 27 年以降においても
平成 22 年と同じであると仮定した場合の総額（平成 22 年長崎県のデ
ータ）を使用。 
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 エ 行政サービスへの影響 

（ア）行財政運営への影響 

     長崎市の行財政運営を行ううえで、その根幹となる自主財源の税収（平成 25 年度）を 

みると、市税は 25％となっており、その中心が個人市民税（市民税の構成比 36％）と固 

定資産税（同 38％）である。このうち、個人市民税は、生産年齢人口、就業人口の減少に  

伴い、納税者が減少することで、税収の減少が懸念される。 

そこで、個人市民税について今後の経済成長率を見込まないことを前提条件として推計  

したのものが下表である。男女年齢階層別の年間収入から課税所得を推計し、男女年齢階  

層別の就業者数（国勢調査の就業率で推計）と税率６％を乗じて算出したところ、平成 27 

年の 195 億円から平成 52 年には 135 億円（約 31％減）、平成 72 年には 95 億円（約 51％ 

減）まで低下する。これは、人口減少のスピード（約 23％減、約 44％減）を上回るもの 

となっている。また、人口減少はその他の税目（軽自動車税、市たばこ税等）や地方交付  

税の減少などにも影響することが想定される。 

自主財源が減少することにより、医療・介護等の負担増加と相俟って、現在の行政サー 

ビスが維持できす、サービスの提供が低下する可能性が考えられる。 

 

図表 88 個人市民税の将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：Ｈ26 年賃金センサス、Ｈ22 年国勢調査、社人研準拠推計人口を基に推計  

   税収は、１人当たり年間課税所得×市民税率６％×就業者数  

   就業者数は、男女別に 20 歳～69 歳の 5 歳階級別にて国勢調査の就業率が一定として算出  

   課税所得は、男性は１人当たり年間給与から基礎控除・配偶者控除・扶養控除、女性は基礎控除で算出  

   男女年齢階層別収入はＨ26 年賃金センサス（長崎県）が一定と仮定 
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資料：H26年賃金センサス、H22年国勢調査、社人研準拠推計人口を基に推計

税収は、１人当たり年間課税所得×市民税率６％×就業者数

就業者数は、男女別に20歳～69歳の5歳階級別にて国勢調査の就業率が一定として算出

課税所得は、男性は１人当たり年間給与から基礎控除・配偶者控除・扶養控除、女性は基礎控除で算出

男女年齢階層別収入は26年賃金センサス（長崎県）が一定と仮定
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（１） 各種アンケート調査の分析 

 ア 高校生アンケート調査～就職に関する意識調査～ 

 （ア） 調査概要 

調査目的 長崎県内の高校生の就職に関する意識を把握するため 

調査実施校 平成 25 年３月末において就職者が 10 人を超える学校及び離島の高校 

調査対象 平成 27 年３月卒業予定者 

調査期間 平成 26 年７月１日～15 日 

有効回答数 8,123 名 

 

 （イ） 就職するうえで優先すること 

  回答比率が高かったのは、「経営が安定して

いて、長く続けられる」（17％）、「給料が高

い」・「自宅から通勤可能」（16％）、が上位を

占め、これに「働きがいがある」（11％）が

続いている。これらの項目を反映した理想的

な就職先像は「長崎市内にあって経営が安定

した働きがいのある仕事を提供してくれる高

賃金の会社･団体」ということなる。このよう

な会社･団体が長崎市内に豊富にあると、新規

高卒者の市内就職が促され、県外就職希望者

の県外流出を食い止める魅力的な要因の一つ

になり、人口流出に歯止めがかけられるもの

と考えられる。 

  

  

（ウ） 希望する就職地 

 長崎市の場合、68％が県内を希望する一方、 

県外は 31％であり、希望と実態はほぼ一致して 

いた(実態は県内就職率 70％強、県外就職率 30 

％弱)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 将来展望に必要な調査・分析 
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図表 89 就職先を決定する際に優先すること

図表 90 希望する就職地 
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（エ） 県内に残るための就職先 

「製造業」が最も多く 25％、次いで「電気」11％となっており、第２次産業での就職先があれば、 

県内に残りたいという比率は約４割である。長崎市の就業者の産業別構成比(平成 22 年国勢調査) 

は、第１次産業 2.0％、第２次産業 17.9％、第３次産業 74.6％で、長崎県、全国と比べると、第２ 

次産業の比率が低く(長崎県 19.5％、全国 23.7％ 数値出典:国勢調査)、卒業予定者の希望を反映 

しにくい産業構造になっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 91 県内に残るための就職先 
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 イ 「まち・ひと・しごと創生総合戦略」策定に向けた大学生アンケート 

 （ア） 調査概要 

調査目的 県内大学等に通う学生の就職や進学等に関する意識を把握するため 

調査実施校 長崎県内の４年生大学 8 校、短期大学 2 校、工業高等専門学校 1 校 

調査対象 上記大学等に通う学生（４年生大学は可能な限り３年生を対象） 

調査期間 平成 27 年 7 月 1 日～21 日 

有効回答数 3,949 名 

 

 （イ） 希望する勤務地 

   就職希望の大学生の希望勤務地は県内出身者の場 

合、45.1％と「県内」が高くなっている。 

 

 

 

 

 

（ウ） 実際に就職すると思う勤務地 

   実際に就職すると思う勤務地については、県内出身 

者の場合、53.9％が「県内」と回答しており(大学生 

全体 30.1％)、希望の勤務地より実際の勤務地での 

「県内」との回答比率が高くなっている。 

    

    

   

 

（エ） 県外への就職を希望する理由 

 県外就職希望大学生の県外を希望する理由(横棒 

グラフ上段)をみると、「都市部への交通の便が悪 

い」、「希望する勤め先がない(知らない)」、「地元 

に帰りたい」への回答率が高くなっている(いずれ 

も 20％弱)。 

  県内就職を希望するが、実際は県外に就職する 

と思う理由(横棒グラフ下段)については、「希望す 

る勤め先がない(知らない)」が 30％程度と多くな 

っている。県内の大学が長崎市内に集積している 

点を踏まえると、長崎市の大学生もほぼ同率と推測される。 

 

 

 

 

資料：長崎県政策企画課調べ 

69.3%

45.5%

30.1%

53.9%

0.6%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=3,949）

県内出身

（n=2,036）

県外 県内 無回答

資料：長崎県政策企画課調べ 

図表 93 就職希望の大学生の実際に就職  
すると思う勤務地

図表 94 県外への就職を希望する理由

資料：長崎県政策企画課調べ 

54.7%

33.3%

24.7%

45.1%

20.5%

21.4%

0.1%

0.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（n=3,949）

県内出身

（n=2,036）

県外 県内 どちらでもよい 無回答

図表 92 就職希望の大学生の希望勤務地
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（オ） 学科別の希望職種 

「県内への就職を希望」または「県内外どちらでもよい」とする大学生の希望する職種を学科別にみ 

ると、医療･福祉系、教育関係、理系の学生は専門性を活かした職種を希望する比率が高くなってい 

る。 

一方、文系の場合は一つの業種に集中することなく分散傾向がみられる。また、就職先を決定する 

うえで重視することにおいて職種・業種を希望する学生が多かったという結果から、専門性を活かせ 

る就職先があれば県内にとどまるということが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

図表 95 学科別の希望職種 

資料：長崎県政策企画課調べ 

図表 96 「実際には県内で就職」「実際には県外で就職」別にみた 

就職先を決定する上で重視すること 

資料：長崎県政策企画課調べ 
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92.3

92.9

95.8

76.9

62.5

60.0

5.8

7.1

4.2

23.1

33.3

40.0

1.9

4.2

0 20 40 60 80 100

20～24歳
(n=52)

25～29歳
(n=42)

30～34歳
(n=24)

35～39歳
(n=26)

40～44歳
(n=24)

45～49歳
(n=15)

％

いずれ結婚するつもり 一生結婚するつもりはない 無回答

 ウ 結婚・出産・子育てに関する意識調査 

 （ア） 調査概要 

調査目的 県及び県内各市町においてそれぞれが策定する「人口ビジョン」「総合戦略」

についての基礎資料として、住民の結婚・出産・子育てに関しての意識を把

握するため。 

調査対象 長崎県内に居住する 20 歳以上 49 歳以下の男女（長崎市 1,500 人） 

調査期間 平成 27 年１月上旬～２月中旬 

有効回答数 長崎市 473 人 

 

 （イ） 現在の結婚に対する考え 

   未婚の市民の結婚に対する考え方をみると、「いずれ結婚するつもり」が 84.2％であった。 

一方、「一生結婚するつもりはない」は 14.8％で、約 7 人に１人の割合であり、性別による差はあ 

まりないという結果となった。年齢別にみると、20 歳から 34 歳の層に「いずれ結婚するつもり」の 

割合が高い一方、35 歳以上になると、「一生結婚するつもりはない」の割合が高くなる傾向がみられ 

る。 

 

図表 97 性別、年齢別の結婚に対する考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ） 「結婚したい」と思う時期 

「いずれ結婚するつもり」と回答した市民に結婚したい時期を回答してもらうと、「25～29 歳」が 

39.0％で最も高く、次いで「30～34 歳」20.1％、「35～39 歳」13.0％となっている。性別による差 

異については、「25～29 歳」については女性の方が、「30～34 歳」、「35～39 歳」については男性の 

方が高くなっている。 

 

図表 98 「結婚したい」と思う時期 

 

 

 

 

 

 

 

84.2

85.2

83.7

14.8

14.8

14.7

1.1

0

1.6

60 80 100

全体(n=183)

男(n=54)

女(n=129)

％

いずれ結婚するつもり 一生結婚するつもりはない 無回答

0.6 

0.9 

39.0

34.8

40.7

20.1

23.9

18.5

13.0

19.6

10.2

11.7

13.0

11.1

7.8

4.3

9.3

7.8

4.3

9.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体(n=154)

男(n=46)

女(n=108)

％

20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45歳以上 無回答
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（エ） 「一生結婚するつもりはない」と答えた理由 

結婚に対する考え方について「一生結婚するつもりはない」(14.8％)と回答した市民に、その理由 

を回答してもらうと、「結婚したいと思う相手がいない」、「精神的に自由でいられる」への回答が多 

くなっている。 

 

図表 99 「一生結婚するつもりはない」と答えた理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（オ） 行政に取り組んで欲しい結婚支援 

市民が行政に取り組んで欲しい結婚支援事業についてみると、「安定した雇用の供給」が 75.3％で 

最も多かった。次いで「結婚祝い金などの経済的支援」48.2％、「婚活イベントなどによる出会いの 

場の提供」23.9％となっている。性別では、女性の場合、「安定した雇用の供給」に対する回答比率 

が男性より高いことが特徴して挙げられる(男性 66.7％、女性 79.1％)。 

 

 

図表 100 行政に取り組んで欲しい結婚支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

75.3 

48.2 

23.9 

5.1 

5.1 

5.3 

4.9 

3.6 

3.4 

66.7 

49.0 

21.8 

4.1 

4.8 

8.8 

4.8 

3.4 

4.8 

79.1 

47.9 

24.8 

5.5 

5.2 

3.7 

4.9 

3.7 

2.8 

0 20 40 60 80 100

安定した雇用の供給

結婚祝い金などの経済的支援

婚活イベントなどによる出会いの場の提供

交際術やマナーなどを学ぶ講座

結婚相談窓口（仲立ち）

結婚を推奨するようなＰＲ

若い世代（学生）への結婚に関する講習会

その他

無回答

全体(n=473)

男(n=147)

女(n=326)

44.4 

18.5 

44.4 

14.8 

7.4 

7.4 

7.4 

3.7 

37.0 

7.4 

0 10 20 30 40 50

結婚したいと思える相手がいない

家族を養うほどの収入がない

精神的に自由でいられる

経済的に自由がきく

異性とうまく付き合えない

仕事（学業）に打ち込みたい

結婚資金が足りない

まだ若すぎる

その他

無回答

全体(n=27)
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（カ） 理想的な子どもの数 

理想的な子どもの数についての回答をみると、最も多かったのは「３人」で 46.7％と半数近くを 

占めている。次いで「２人」が 40.4％であった。理想的な子どもの数の平均値を算出すると、全体 

で 2.58 人となり、人口置換水準 2.07 を超えている。性別では、男性 2.51 人、女性 2.61 人で女性の 

方が高くなっている。 

 

図表 101 理想的な子どもの数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（キ） 実際に持ちたい子どもの数 

「実際に何人の子どもを持つことを考えているか」についての回答をみると、「２人」が 55.8％で 

半数以上を占め、平均値では 2.12 人となっており、人口置換水準 2.07 を超えているが、理想的人数 

2.58 人より低い。性別での違いは、「２人」への回答比率が男性 62.6％に対して女性 52.8％と 10％ 

ポイント程度の差がみられることであるが、平均値では男女差はほとんどない(男性 2.12 人、女性 

2.13 人)。 

 

 

図表 102 実際に持ちたい子どもの数 
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全体(n=473)
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19.9
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全体(n=473)
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女(n=326)

％

0人 1人 2人 3人 4人 無回答

全体 2.58
男性 2.51
女性 2.61

平均値（人）

全体 2.12
男性 2.12
女性 2.13

平均値（人）
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9.8 

10.4 

3.5 

4.4 

7.9 

5.3 

70.6 

50.7 

23.5 

50.0 

53.9 

65.3 

17.6 

34.3 

49.4 

5.6 

22.4 

13.3 

16.5 

22.2 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

20～24歳(n=51)

25～29歳(n=67)

30～34歳(n=85)

35～39歳(n=90)

40～44歳(n=76)

45～49歳(n=75)

20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40歳以上 無回答

（ク） 現在の子どもの数 

次に現在の子どもの数についての回答をみると、「０人」が最も多く 40.0％、次いで「２人」29.6％、 

「１人」17.8％、「３人」9.7％という結果であった。将来子どもが生まれたり増えたりすることを考 

慮しなければならないが、調査時点における平均値は 1.92 人で人口置換水準 2.07 を下回っている。 

 

図表 103 現在の子どもの数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ケ） 子どもを持ちたいと思う年齢 

「理想的な子どもの数が１人以上」と回答した市民に、子どもを持ちたいと思う年齢を回答しても 

らうと、25～29歳が最も多く 50.7％と半数を占めており、次いで 30～34歳が 23.9％となっている。 

 なお、回答者を年齢別にみると、「30～34 歳」の世代のみが、子どもを持ちたいと思う年齢とし 

て「30～34 歳」が高くなっており、現在子どもを持ちたいと思っている傾向が高いことがうかがえ 

る。 

 

図表 104 子どもを持ちたいと思う年齢 
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19.0 

29.6 

33.3 

27.9 
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％
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％ 
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男性 1.99
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平均値(人)
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6.5

6.5

50.7

46.4

52.6

23.9

23.9

23.9

7.9

7.2

8.2

4.1

8.7

2

7.0

7.2

6.9

0 20 40 60 80 100

全体(n=444)

男(n=138)

女(n=306)

％

20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40歳以上 無回答
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（コ） 「理想の子どもの数」より「実際に持つことを考えている子ども数」が少ない理由 

「理想の子どもの数」より「実際に持つことを考えている子どもの数」が少ない市民に、その理由 

を回答してもらうと、「子育てや教育にお金がかかりすぎるから」が 68.2％と最も多く、特に男性は 

85.2％に達している。 

また、「自分の仕事（勤めや家業）に差し支えるから」が 24.2％、「高年齢で産むのは嫌だから」が 

23.2％、「子育てを手助けしてくれる人がいないから」「育児の心理的・肉体的負担が大きいから」が 

22.2％となっている。 

このことから、子育て・教育に関する経済的支援の必要性とともに、職場における理解や、家事育 

児におけるパートナーの協力など、育児の心理的・身体的負担を軽減することが必要であることがう 

かがえる。 

 

図表 105 「理想の子ども数」より「実際に持つことを考えている子ども数」が少ない理由 
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12.6 
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無回答

全体(n=198)

男(n=54)

女(n=144)



- 52 - 

 

（サ） 妊娠・出産後の就労形態の変化について 

子どもがいる市民に対して「妊娠･出産を理由に就労に変化があったか」(対象者が男性の場合、配 

偶者について)を回答してもらった。その結果、「妊娠を機に退職した」が 24.8％と最も多くなって 

いる。次いで「妊娠時、働いていなかった」21.2％、「育児休業を取得し、仕事の形態を変えずに続 

けて働いた」19.4％、「出産を機に退職した」16.9％となっている。 

さらに、「妊娠を機に退職した」あるいは「出産を機に退職した」と回答した市民に仕事を辞めた 

理由を回答してもらうと、「職場に十分な制度や理解がなかったから」が 37.9％で最も多く、次いで 

「子育てに充分な時間をかけたかったから」35.3％、「体力的に自信がなかったから」17.2％となっ 

ている。 

 

図表 106 妊娠・出産後の就労形態の変化及び妊娠・出産を機に退職した理由 
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（シ） 子どもが増えると思う子育て支援・対策 

 「どのような支援･対策を行えば、子どもの数が増えると思うか」という設問に対する回答 

をみると、「子育てに伴う経済的負担の軽減」が 35.1％と最も多く、次いで「若者の就労支援」 

13.5％となっている。この２つの回答項目については、女性より男性の方が多くなっている 

ことが特徴として挙げられる。 

 

図表 107 子どもの数が増えると思う子育て支援・対策 
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32.8

11.7

12.3

8

5.5

5.2

3.4

3.1

3.1

1.5

1.5

2.1

1.2

0.9

0.9

0.6

0.3

0

0.3

2.8

2.8

0 20 40

子育てに伴う経済的負担の軽減

若者の就労支援

産前産後休暇・育児休業取得後の

復職保証（身分・給与・待遇など）

保育所等の整備（待機児童解消）

子育てしやすい職場環境の整備

不妊治療などの出産支援

結婚支援

子どもが遊べる場所（屋内・屋外）の整備

小児医療体制整備など

子どもの健康支援

育児休業制度等についての取組の推進

放課後児童クラブ（学童保育）の整備

妊娠、出産に関する情報提供、啓発

教育環境の整備

子育ての楽しさや大切さの普及・啓発

子育ての仕事の両立意識の普及・啓発

地域子育て支援拠点（親子が集まって

過ごしたり、相談する場所）の整備

乳幼児の保健指導や育児相談の充実

子育てに適した住宅の供給

地域で子育てを支援する活動の充実

その他

無回答

（％）

全体
(n=473)

男
(n=147)

女
(n=326)

0.0 20.0 40.0

子育てに伴う経済的負担の軽減

産前産後休暇・育児休業取得後の

復職保証（身分・給与・待遇など）

若者の就労支援

子育てしやすい職場環境の整備

保育所等の整備（待機児童解消）

育児休業制度等についての取組の推進

結婚支援

教育環境の整備

子育ての楽しさや大切さの普及・啓発

子育ての仕事の両立意識の普及・啓発

妊娠、出産に関する情報提供、啓発

不妊治療などの出産支援

乳幼児の保健指導や育児相談の充実

子どもが遊べる場所（屋内・屋外）の整備

地域子育て支援拠点（親子が集まって

過ごしたり、相談する場所）の整備

放課後児童クラブ（学童保育）の整備

小児医療体制整備など子どもの健康支援

子育てに適した住宅の供給

地域で子育てを支援する活動の充実

その他

無回答

（％）

20～24歳(n=57)

25～29歳(n=69)

30～34歳(n=88)

35～39歳(n=96)

40～44歳(n=85)

45～49歳(n=78)
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（ス） 経済的負担の軽減の具体的内容 

「どのような支援･対策を行えば、子どもの数が増えると思うか」という設問に対して、「子育てに 

伴う経済的負担の軽減」と回答した市民に、更に具体的な内容について回答してもらった。その結果、 

「子育て家庭への手当の支給や税制優遇」が最も多く 60.9％を占めた。 

次いで、「保育所･幼稚園･認定子ども園の費用の負担軽減」54.3％、「子どもの医療費の負担軽減」 

43.0％、「妊娠、出産の負担軽減」38.2％、「高校の教育費の負担軽減」36.7％、「大学の教育費の負 

担軽減」34.6％となっている。年齢別にみると、「子育て家庭への手当の支給や税制優遇」、「保育所･ 

幼稚園･認定子ども園の費用の負担軽減」に関しては 25～29 歳が最も高くなっている。「妊娠、出産 

の負担軽減」に関しては 20～29 歳で高く、「高校の教育費の負担軽減」、「大学の教育の負担軽減」 

に関しては年齢が高い層に回答比率が高くなる傾向がみられる。 

 

図表 108 経済的負担の軽減の具体的内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60.9 

54.3 

43.0 

38.2 

36.7 

34.6 

17.0 

3.9 

1.2 

61.2 

55.3 

44.7 

31.1 

36.9 

38.8 

19.4 

3.9 

1.0 

60.8 

53.9 

42.2 

41.4 

36.6 

32.8 

15.9 

3.9 

1.3 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

子育て家庭への手当

の支給や税制優遇

保育所・幼稚園・認定子ども園

の費用の負担軽減

子どもの医療費の負担軽減

妊娠、出産の負担軽減

高校の教育費の負担軽減

大学の教育費の負担軽減

小学校・中学校の

教育費の負担軽減

その他

無回答

（％）

全体(n=335)

男(n=103)

女(n=232)

56.8 

45.5 

45.5 

54.5 

25.0 

31.8 

20.5 

2.3 

0.0 

80.8 

65.4 

23.1 

53.8 

25.0 

25.0 

7.7 

1.9 

3.8 

62.9 

59.7 

45.2 

40.3 

27.4 

30.6 

19.4 

0.0 

1.6 

56.9 

58.3 

50.0 

34.7 

38.9 

40.3 

16.7 

1.4 

0.0 

52.7 

49.1 

43.6 

20.0 

60.0 

43.6 

12.7 

9.1 

1.8 

56.0 

44.0 

48.0 

30.0 

42.0 

34.0 

26.0 

10.0 

0.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

子育て家庭への手当の

支給や税制優遇

保育所・幼稚園・認定子ども園

の費用の負担軽減

子どもの医療費の負担軽減

妊娠、出産の負担軽減

高校の教育費の負担軽減

大学の教育費の負担軽減

小学校・中学校の教育費

の負担軽減

その他

無回答

（％）

20～24

歳(n=44)

25～29

歳(n=52)

30～34

歳(n=62)

35～39

歳(n=72)

40～44

歳(n=55)

45～49

歳(n=55)



- 55 - 

 

 エ 地方創生に関する企業アンケート 

 （ア） 調査概要 

調査方法 郵送によるアンケート 

調査対象 長崎県内主要企業 473 社(うち長崎市内 202 社) 

調査期間 平成 27 年 7 月 29 日～8 月 31 日 

実施機関 ㈱長崎経済研究所 

 

 （イ） 「まち」に関する優先施策 

  「まち」に関する政策のなかで、自治体や 

企業が優先して取り組むべき施策について 

は、「活力ある経済・生活圏形成のための市・ 

町連携」が 60.9％と多数を占め、自治体連 

携はもちろん産学官を含めた地域連携の重 

要性が示されたものといえる。これに次ぐの 

が「空き家や公共施設などの既存ストックの 

利用促進」の 17.0％で、増加する空き家や 

公共施設の利活用が大きな課題と考えられ 

ていることがわかる。 

 

 

（ウ） 「ひと」に関する優先施策 

「ひと」に関する政策のなかで自治体や企 

業が優先して取り組んでいくべき施策につ 

いては、「若い世代の経済的安定」が 50.8％ 

と過半を占めた。地域の最大の課題ともいえ 

る若者の地元定着・地元就職促進のためには、 

安定した魅力ある就業機会の提供や、所得水 

準引き上げ・生活コスト・税負担軽減などを 

通じた経済的安定が必要との認識が共有さ 

れていることがうかがえる。 

これに次ぐのが「地域ニーズに対応した人 

材の育成支援」が 14.5％、さらに「妊娠・出産・子育てまでの切れ目ない支援」が 13.6％、「大都市圏 

から地方への移住促進」が 10.7％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

1.9

1.6

4.1

5.7

8.8

17.0

60.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

無回答

その他

地域防災の強化

中山間地域に生活・福祉サービス等を

充実させる「小さな拠点」の形成

コンパクトシティの推進

空き家や公共施設などの

既存ストックの利用促進

活力ある経済・生活圏形成

のための市・町連携

（％）

図表 109 「まち」に関する政策のなかで自治体や
事業所が優先して取り組むべき施策

1.9

2.5

2.2

3.8

10.7

13.6

14.5

50.8

0.0 20.0 40.0 60.0

無回答

その他

大企業等でノウハウを持つ人材の移住支援

女性が活躍できるような支援の充実

大都市圏からの地方への移住促進

妊娠・出産・子育てまでの切れ目ない支援

地域ニーズに対応した人材の育成支援

若い世代の経済的安定

（％）

図表 110 「ひと」に関する政策のなかで自治体や
事業所が優先して取り組むべき施策
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（エ） 「しごと」に関する優先施策 

「しごと」に関する政策のなかで自治体

や企業が優先して取り組んでいくべき施

策については、「地域を担う中核企業支援」

が 39.4％で最も多く、地域の牽引役とな

る中核企業の強化につながる施策を望む

声が多かった。これに次ぐのが「観光分

野の連携体制の構築」の 20.2％で、世界

遺産や世界・日本新三大夜景、国際クル

ーズ船寄港増、新幹線開業など観光への

追い風を活かし、交流人口拡大を通じた

‘外貨’獲得を進めるための体制整備が

期待されている。 

 

 （オ） 地方創生に向けた県内企業の取組み・関わり方 

地方創生では「地域の特性を活かした取組み」や「地域の課 

題に地域で取組んでいくこと」などが求められていることから、 

どのような形で関わっていきたいかを記述式で尋ねた。回答を 

グループ分けしてみると、「人材の地元定着」が 85 社と圧倒的 

に多く、「地元特産の商品開発」（19 社）、「産学官金連携」（18 

社）、「女性の活躍の場の拡充」（12 社）、「観光産業の育成」（10 

社）と続いている。 

 

 

 

  

内容 社数

人材の地元定着 85

地元特産の商品開発 19

産学官金連携 18

女性の活躍の場の拡充 12

観光産業の育成 10

図表 112 

2.5

0.9

3.8

6.3

8.2

8.8

9.8

20.2

39.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

無回答

その他

起業・創業支援

医療・介護・健康関連産業の活性化

農林水産業の成長産業化

事業継承の円滑化・経営改善支援

企業や政府関係機関の地方移転

観光分野の連携体制の構築

地域を担う中核企業支援

（％）

図表 111 「しごと」に関する政策のなかで自治体や事
業所が優先して取り組むべき施策
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2.3%

2.7%

6.7%

5.8%

5.0%

3.5%

35.7%

28.8%

50.3%

59.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

うち関東以外の出身者

全体

今後１年以内に移住する予定・検討したいと思っている

今後５年をめどに移住する予定・検討したいと思っている

今後10年をめどに移住する予定・検討したいと思っている

具体的な時期は決まっていないが、検討したいと思っている

検討したいと思わない

オ 東京在住者の今後の移住に関する意識調査 

 （ア） 調査概要 

調査方法 インターネットによる調査 

調査対象 東京在住 18～69 歳男女 1,200 人 

対象者抽出 割付法(クォータ法) 

調査期間 平成 26 年８月 21 日～23 日 

    ※割付法（クォータ法）：母集団を性別、年齢層、階層などの組合せにより分類し，その各組から母集団に比例する 

標本を選出する手法。 

 

 （イ） 移住の希望の有無 

  今後移住する予定、または移住を検討したいと回答した人は、全体の約４割(40.7％)であり、うち 

関東圏(１都６県)以外の出身者では約５割(49.7％)。性別、年齢別に見ると、男女とも 10・20 代で移 

住する予定、または検討したいと回答した人の割合が比較的高い（46.7％）。男性では 50 代も比較的 

高い（50.8％）が、女性では 50 代は比較的低くなっている（34.2％）。 

 

  図表 113 移住希望の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ） ＵＩＪターンや２地域居住の希望の有無 

Ｕターンしての移住について、今後、行ってみたいと回答した人（「行ってみたい」と「やや行って 

みたい」の計）は、全体の約３割であり、Ｊターン、Ｉターンよりもその割合は高くなっている。また、 

46.7%
39.2%

36.7% 34.2%

28.3%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

10・20代 30代 40代 50代 60代

（時期を問わず）検討したい

今後10年以内に移住予定・検討

今後5年以内に移住予定・検討

移住予定・ 

移住したい(計) 

40.7％ 

49.7％ 

【うち男性】             【うち女性】 

    

46.7%
40.0%

47.5% 50.8%

36.7%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

10・20代 30代 40代 50代 60代

（時期を問わず）検討したい

今後10年以内に移住予定・検討

今後5年以内に移住予定・検討

46.7%
39.2%

36.7% 34.2%

28.3%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

10・20代 30代 40代 50代 60代

（時期を問わず）検討したい

今後10年以内に移住予定・検討

今後5年以内に移住予定・検討
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図表 115 移住をしたいと思ったきっかけ 

27.7
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他

特
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っ
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は
な
い

（％）

２地域居住について、今後、行ってみたいと回答した人は、全体の約３割であった。 

 

図表 114 ＵＩＪターンや２地域居住の希望の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（エ） 移住をしたいと思ったきっかけ 

移住したいと思ったきっかけは、「定年退職･

早期退職」が最も多く 27.7％、次いで「親族

の介護」14.5％、「転職」「子育て」12.5％、「結

婚」10.5％となっている。 

移住したい理由は「出身地であるから」が 

37.9％と最も多く、「スローライフを実現した 

いから」36.9％、「食べ物や水、空気が美味し 

いから」29.9％、「家族・親戚・知人など親しい人がいるから」27.7％、「自分に合った生活スタイルを 

送りたいから」24.0％と続いている。 

 

図表 116 移住したい理由（複数回答） 
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24.7%

26.3%
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48.8%

55.3%
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49.7%
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Ｕターンしての移住

Ｉターンしての移住
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２地域居住

行ってみたい やや行ってみたい あまり行ってみたくない 行ってみたくない

37.9 36.9

29.9
27.7

24.0 23.0 21.3
18.9 17.2 16.8 16.6

11.9 10.9 9.2 8.2

0.0

20.0

40.0

出
身
地
で
あ
る
か
ら

ス
ロ
ー
ラ
イ
フ
を
実
現
し
た
い
か
ら

食
べ
物
や
水
、
空
気
が
美
味
し
い
か

ら

家
族
・親
戚
・知
人
な
ど
親
し
い
人

が
い
る
か
ら

自
分
に
あ
っ
た
生
活
ス
タ
イ
ル
を

送
り
た
い
か
ら

健
康
的
な
生
活
が
し
た
い
か
ら

生
活
コ
ス
ト
（物
価
、
高
熱
費
、
住

居
費
な
ど
）が
高
い
か
ら

趣
味
を
楽
し
み
た
い
か
ら

気
候
が
暮
ら
し
や
す
い
か
ら

東
京
都
内
で
は
家
を
購
入
し
づ
ら

い
か
ら

都
心
を
離
れ
た
い
か
ら

暮
ら
し
て
み
た
い
街
が
あ
る
か
ら

子
ど
も
を
自
然
の
多
い
環
境
で
育

て
た
い
か
ら

子
育
て
が
し
や
す
い
環
境
だ
か
ら

仕
事
と
生
活
の
ど
ち
ら
も
充
実
さ

せ
た
い
か
ら

（％）
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（オ） 移住を考えるうえで重視する点、不安・懸念 

移住を考えるうえで重視する点は、

「生活コスト(物価、光熱費、住居など)」

が最も多く 53.7％であった。次いで「買

い物の利便性」47.3％、「交通の利便性」

45.3％、「仕事」40.4％、「医療、福祉

施設の充実」37.9％となっている。 

さらに、移住を検討するうえでの不 

安･懸念を回答してもらうと、「働き口が 

見つからない」が最も多く 41.6％、次 

いで、「日常生活の利便性」36.7％、「公 

共交通の利便性」35.9％、「移住先の人 

間関係」30.3％、「住居環境」28.3％と 

なっている。 
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(１) めざすべき将来の方向 

ア 現状と課題の整理 

 (ア) 自然動態 

長崎市の自然動態は、昭和 50 年頃まで増加していたが、その後一貫して減少している。 

その要因は、未婚率の上昇、晩婚化、晩産化等であり、生まれる子どもの数を示す合計特殊出 

生率も昭和 50 年以降減少している。 

一方で、近年、合計特殊出生率は微増傾向にあるが、出生数は 3,000 人強とほぼ横ばいの状況 

のなかで、出産可能年齢である 15～49 歳の女性数の減少によって算出上押し上げられているも 

のであり、子ども数が増えるまでには至っていない。長崎市の合計特殊出生率が低い指標として 

は、ほとんど子どもを生まない層と考えられる女子の専門学校・短大・大学・大学院生数が多い 

ということが合計特殊出生率が低く算出される要因の一つであるが、最も大きな要因としては、 

既述の未婚率の上昇、晩婚化、晩産化とあわせて所得や安定性をはじめ、処遇のよい職場(本社) 

が類似都市と比較して少なく、子育てするための経済的基盤が弱いということが考えられる。 

このようなか、アンケート結果によると、若者の多くは結婚の希望を持っているが、相手がい 

ない、家族を養うほどの収入がないといった回答が多いことを鑑み、若者の結婚の希望を叶える 

ため、独身男女の出会いの場の創出や経済的安定につながる施策に取り組んでいくことが求めら 

れている。 

さらには、合計特殊出生率 1.40（Ｈ26）に対し、希望出生率 2.00 と現実と理想のギャップが 

生じており、この理由としては、「子育てや教育にお金がかかりすぎるから」「育児の心理的・身 

体的負担が大きい」「子育てを手助けしてくれる人がいない」という回答が多く、子育て・教育 

に関する経済支援の必要性とともに、職場における理解や、家事・育児におけるパートナーの協 

力などの子育て環境の充実を図る施策が求められている。 

  

 (イ) 社会動態 

  長崎市の社会動態は、昭和 40 年代後半から一貫して転出超過の状況であり、この主な要因は 

10 代後半から 20 代後半における進学、就職、結婚によるもので、その主な転出先は、福岡県、 

首都圏への転出が中心となっている。特徴としては、国の実質ＧＤＰ成長との相関が見られ、景 

気がよくなれば流出増になる傾向があり、このことは、実質ＧＤＰの影響を受けない類似都市と 

比較すると、事業所数・上場企業数・本社事業所従事者数が少ないという特徴があることから、 

雇用基盤の脆弱さが要因となっている。 

   このようなか、本市の産業は、「製造業」「卸売業、小売業」「宿泊業、飲食サービス業」「医療、 

福祉」において従事者数が多くなっているが、いずも労働生産性が低いことから、所得が低水準 

であり、さらにサービス関連業においては、非正規雇用が多くなっている。 

また、アンケート結果によると、高校生は第二次産業の就職先があれば県内に残るという結果 

が出ていることや、大学生の就職においても職種・専門性を重視するという結果がでていること 

を踏まえれば、第二次産業の比率が全国と比べて低い産業構造となっていることが、学生の就職 

の希望の実現を反映できていない要因の一つであり、製造業の中でも集積している造船・造機関 

連の業種の競争力を強化することで学生の就職の希望の実現につなげていく必要がある。 

４ 将来展望 
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また、特に観光関連産業である「卸売業、小売業」「宿泊業、飲食サービス業」においても、 

定住人口減少によって縮小する域内消費額を補うため、交流人口の拡大が必要であるが、多様な 

文化や風習、まちなみや「明治日本の産業革命遺産 製鉄・製鋼、造船、石炭産業」の世界遺産 

登録など、今後も外国人観光客をひきつける魅力を有しており、その増加が見込まれること、ま 

た、ＭＩＣＥ誘致等の観光目的以外の来訪者の増加や交流人口の平準化につなげることにより、 

労働生産性を高め、稼ぐ観光業に進化することで第三次産業の活性化を図る必要がある。 

 

   イ 将来の方向 

これまでの考察から、総合計画に掲げる将来の都市像「個性輝く世界都市」「希望あふれる人間 

都市」の実現をめざし、「つながりと創造で新しい長崎へ」というまちづくりの基本姿勢を踏まえ、 

人口減少克服と地方創生を実現するため以下の視点から取り組む。 

 

（ア）自然減対策の方向性 

  ・若年層の経済的安定を図るため、正規雇用につながる安定した雇用の場の創出に取り組む。 

  ・独身男女の結婚の希望を叶えるため、出会いの場の創出に取り組む。 

  ・子育てしやすいまちを実現するため、子育て家庭の経済的負担の軽減など子どもの保育環境 

の充実に取り組む。 

     ・子どもや子育て家庭を地域全体で応援する意識の醸成や、学校・家庭・地域が一体となった 

学校教育の充実に取り組む。 

 

（イ）社会減対策の方向性 

     ・長崎市が誇る有形・無形の地域資源に磨きをかけ、情報を国内外に発信して、「人」の交流 

を生み出し、質の高いサービスを提供するための創業や既存事業の拡充を図り、雇用創出と 

所得向上につなげていく。 

     ・強みである、「船」「食」関連業の活性化を図り、雇用の拡大や雇用環境の改善、所得の向上 

に取り組む。 

     ・地域経済の新たな付加価値を生み出す核となる創業支援や企業誘致に取り組む。 

     ・雇用や住まい等の移住の受け皿に関する総合的な環境整備を行う。 

     ・若者が長崎で学ぶ魅力の向上に努めるとともに、教育機関、産業界等と連携し、人材育成と 

学卒者の地元定着に取り組む。 

 

（ウ）人口減少社会への対応 

  ・まちづくりに主体的に取り組む市民（当事者）を増やしていくことで「自助」（本人）の力 

を伸ばしていく。 

     ・「長崎市よかまちづくり基本条例」の推進など、地域コミュニティの活性化による「共助」（地 

域）のしくみづくりを市民と行政が協働しながら構築する。 

     ・コンパクトなまちづくり、公共施設マネジメント、広域連携の着実な推進による時代に対応 

した「公助」（行政）のしくみの見直しを行う。 
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   （エ）長崎の可能性を伸ばすチャレンジ 

     ・現在長崎市は、九州新幹線西九州ルートの開業や長崎駅周辺の再整備などまちの形が大きく 

変わる転換期を迎えていることから、課題対応型ではない長崎の可能性を伸ばすという姿勢 

に立ち、強みを最大限に活かした国内・海外との交流による経済の好循環を確立し、地方創 

生に取り組むことで新しい未来の長崎を創る。 

 

 （２） 人口の将来展望 

  国、長崎県の長期人口ビジョンを勘案しつつ、結婚・出産・子育てに関する意識調査を踏まえ、「合 

計特殊出生率」「社会移動」に関する仮定値を置き、長崎市の将来人口を展望する。 

 合計特殊出生率については、平成 26 年の長崎市 1.40 が、国 1.42、県 1.66 より低い状況であること 

を鑑み、平成 42 年に国の希望出生率である 1.80 を、平成 52 年に市の希望出生率である 2.00 を、また、 

平成 62 年に人口が安定する人口置換水準の 2.07 をめざすこととする。 

 社会移動については、現在の転出超過から、平成 52 年の転入転出均衡に向けた段階的改善を図り、 

以後は転入超過へと転じることとしている。 

 以上のように、自然動態と社会動態を改善することにより、社人研推計より減少傾向は緩やかになり、 

平成 72 年に人口約 32 万１千人の人口を確保するとともに、平成 102 年頃を底に、以後人口は安定・ 

微増の局面を迎えることとなる。 

  また、年齢３区分別においても、将来展望においては、年少人口割合も増加、生産年齢人口割合も平

成 52 年を底に微増で推移するとともに、現行推計では、約 40％に達する老年人口割合も平成 52 年を

ピークに減少に転じることから人口構成の若返りに向かう。このことで、主に生産年齢人口からなる扶

養世代と老年人口をはじめとする被扶養世代のバランスが保たれ、社会保障制度をはじめとした現在の

社会全体の仕組みの維持につながる。また、年少人口、生産年齢人口の減少に歯止めがかかることで、

まちの賑わいや地域経済などの活力の維持につながる。 

  このように、後世に将来にわたって活力ある長崎を引き継ぐために「長崎市まち・ひと・しごと創生 

総合戦略」の着実な推進を図っていく。 

 

             図表 119 長崎市の人口の将来展望の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 

長崎市希望出生率＝2.00 

＝（既婚者割合×夫婦の予定こども数+未婚者割合×未婚結婚希望割合×理想こども数）×離別等 

効果 

 ＝（31.5％×2.11 人+67.1％×95.1％×2.30 人）×0.938 
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 図表 120 長崎市総人口の将来展望 
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図表 121 社人研（現行）推計における年齢３区分別人口割合の推移 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 122 将来展望における年齢３区分別人口割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

12.5%
10.9%

9.5% 9.2% 8.7% 8.2% 7.9% 7.9% 7.8% 7.7% 7.6%

62.4%

56.4%
54.2%

51.1% 49.9% 48.9% 47.8% 46.7% 46.9% 46.7% 46.1%

25.1%

32.7%

36.3%

39.7%
41.4%

42.9%
44.3% 45.5% 45.4% 45.7% 46.3%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

Ｈ22年 Ｈ32年 Ｈ42年 Ｈ52年 Ｈ62年 Ｈ72年 Ｈ82年 Ｈ92年 Ｈ102年 Ｈ112年 Ｈ122年

年少人口 生産年齢人口 老年人口

12.5% 12.0% 12.6% 13.5% 14.6% 15.8% 16.6% 17.2% 17.6% 17.7% 17.8%

62.4%

55.9%

52.7%
50.3% 50.7% 51.8%

53.7%
55.7% 56.7% 57.2% 57.4%

25.1%

32.2%
34.7%

36.2%
34.7%

32.5%
29.7%

27.1%
25.7% 25.1% 24.9%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

Ｈ22年 Ｈ32年 Ｈ42年 Ｈ52年 Ｈ62年 Ｈ72年 Ｈ82年 Ｈ92年 Ｈ102年 Ｈ112年 Ｈ122年

年少人口 生産年齢人口 老年人口

総合戦略の推進 



- 65 - 

 

図表 123 社人研（現行）推計における人口動態、出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 124 将来展望における人口動態、出生数の推移 
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